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要約 

 

当コンサルティング・プロジェクトは川口市経済部産業労働政策課にご協力頂き、川口市

における今後の創業や事業承継など中小企業に対する支援体制の在り方の検討をテーマに

取り組んだものである。研究に当たっては、まず川口市の現状を把握し、次に課題に対する

先行研究の整理や川口市の状況との比較等を行った上で、現状及び課題等を整理した。また、

中小企業支援機関として先進的な取組みに関する事例研究を行い、その特徴を整理した。こ

れらの整理を基に今後の川口市における中小企業支援体制の検討に当たって有用と考えら

れる点をまとめ、政策提言を行った。 
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１． 調査の背景・目的 

 中小企業は我が国経済の「屋台骨」と言われている。たしかに、中小企業が日本の企業

数や従業者数において大きな存在感をもっており、産業別にみた経済活動の指標（売上

高、出荷額、付加価値額）においても一定の割合を占めている2。こうした量的な側面に加

え、景気変動と企業の雇用創出に関する分析を行った後藤(2014)が、中小部門は安定的な

雇用を行っている一方で大企業の方が景気変動に対して調整を行っているようにみえる3と

評価しているように、わが国経済社会を支える存在として認識されていることも「屋台

骨」といわれる背景にあるのであろう。 

 我が国の中小企業者数は 1970 年代の高度成長期から 90年代にかけてその企業数はピー

クを迎え、その後景気の浮き沈みを経験しながら、現在に至るまでその数は減少を続けて

いる。中小企業がこれまでの我が国経済の発展や社会の安定に貢献してきた存在であるな

らば、中小企業の減少は我が国経済社会にとって何らかの負の影響を及ぼしていく可能性

は否定できない。 

こうした問題意識を背景に、今般のコンサルティング・プロジェクトでは歴史的に鋳物

産業で栄え中小製造業が多く集積する埼玉県川口市に受入機関となっていただいた。川口

市からは、製造業の衰退や医療・福祉業の増加、将来的な人口減少、個人住民税に支えら

れる税収構造といった課題に直面している中において、今後の商工業振興施策として、創

業や事業承継（第二創業を含む）など中小企業に対する支援体制の在り方の検討を今般の

コンサルティング・プロジェクトの課題として提示していただいた。 

川口市から提示いただいた課題に対して、まずは川口市の現状について公表されている

統計を確認していく。次に川口市から提示された創業や事業承継の課題について現状把握

や先行研究から得られる知見等の整理を行う。最後に中小企業支援体制について先進事例

の研究を行い、今後の川口市における中小企業支援体制の在り方を検討する際の一方策と

して提示することとしたい。 

 

２．川口市の現状 

 本節では川口市から提示された課題に係る問題の所在を把握するために現状把握を行

う。川口市は埼玉県の南端にあり、荒川を隔てて東京に接している。人口は約 60万人で

埼玉県内では 40市中２番目に多いが、面積は 61.95ｋ㎡と県内では 40 市中第 15 番目の広

さであり、その人口密度（人口／面積）は、蕨市に続いて 40市中２番目となっている。

なお、平成 30 年４月より中核市となった。 

 

（１） 人口推計 

                                                      
2 株式会社商工組合中央金庫編著(2016)『中小企業の経済学』岡室博之監修,千倉書房 pp.16-20 

3 後藤康雄(2014)『中小企業のマクロ・パフォーマンス』日本経済新聞社 pp.240-242 
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 全国的には中長期的に人口は減少する予測となっているが、川口市の推計によると 2020

年まで人口は伸び続けており、2020 年までの人口構成をみると生産年齢人口(15～64 歳)

はほぼ横ばいで推移する予測となっている（図１参照）。この背景として、東京都心への

アクセスが容易な一方で、都心部と比べて安価な地価であること等が影響していると考え

られる。 

 

 （図１；川口市の人口推移） 

 

 （出所）「川口市産業振興指針改定版」（平成 30 年４月） 
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将来推計で示されているとおり、人口流入すると考えられる川口市をとりまく環境を考

察したものが図２の川口市を取り巻く環境のイメージである。このイメージで示したとお

り、川口市の産業構造に変化を及ぼすものとして二つの経路が考えられる。一つ目は、東

京都市部の地価の高まりが、東京に隣接する埼玉県等への人の移動（流入）をもたらし、

この流入によって当該地域の産業構造に変化をもたらす経路。二つ目は、社会の成熟化や

個々人の価値観の多様化、技術革新の進展の加速化といった企業を取り巻く事業環境に変

化が生じることによってもたらされる経路である。産業構造の変化する結果、労働移動

（産業間の移動）や税収構造の変化がもたらされるものと考えられる。 

 

（図２；川口市を取り巻く環境のイメージ図） 

 

 （出所）筆者作成 

 

（２）産業構造 

 ①川口市の事業所数及び構成の推移 

川口市は古くから鋳物で栄えた町であり、その起源は戦国時代の武器製造として発達

した鎌倉ないし室町時代であるとされている。江戸時代には鍋や釜、幕末には大砲や鉄

砲、弾丸を造るなど時代とともに製造する製品を変えながらも、戦後も脈々と鋳物を製

造してきた4。こうした集積の歴史もあり、川口市の産業構造は全国や埼玉県全域と比べ

て製造業の割合が高く、「平成 24年経済センサス-活動調査」をみても事業所数に占める

製造業の割合は 18.8%となっており、全国でみた製造業の割合 8.8％よりも高い。一

方、「工業統計調査(平成 26年市区町村編)」によると川口市の製造業は１事業所当たり

の従業者数は 16人（全国では 37人）、１事業所当たりの製品出荷額は約 3億円(全国で

は約 15億円)と相対的に小さいことから、規模の小さな事業所が多いことが統計情報か

                                                      
4 川口市役所経済部商工課（1977）を参考に記載。 
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ら推測できる。 

産業構造の変化をみると、製造業の事業所数は長期的に減少傾向にあり、地域経済分

析システム(RESAS)によると、最も事業所数の多かった 1990 年に 3,933 事業所であっ

たものが 2013 年には 1,486 事業所となっており、この２０年の間で約４割減少し、産

業構成比に占める割合は 2009 年に 20.1%であったものが 2014 年に 18.8%となってい

る。非製造業については産業構成比に占める割合は増加しており、RESASによると、

2009 年に 68.2％を占めていたものが 2014 には 69.9%と増加している。ただし、その事

業所数の推移をみると、非製造業（産業大分類）の中でも顕著に増加している医療・福

祉業を除いた非製造業はおおむね横ばい、あるいは減少傾向になっている。 

 

 ②産業の新陳代謝 

  川口市の産業の新陳代謝について、他市との比較をしながらその特徴を捉える。 

  比較対象とする市（以下、「比較市」という。）は、人口の観点及び産業構造の観点か

ら選定した。人口の観点として、川口市の人口規模(約 60 万人)や人口の増加率を勘案

し、人口 50万人以上の市（大都市を除く）5及び人口 40 万人以上で、国勢調査におい

て人口の増加率の高い市等から、12市（宇都宮市、川口市、市川市、船橋市、八王子

市、岡崎市、東大阪市、姫路市、松山市、大分市、鹿児島市）が候補となった。次に、

各々の市によって産業構造が大きく異なることから、これら 12 市のうち川口市と同様

に全業種の事業所数に対する製造業の事業所数の比率が高い市を抽出した結果、当該比

率が 10%を越えた東大阪市(24.2%)と岡崎市(11.1%)となったことから、両市を川口市

(18.8%)の比較市とした。 

  

                                                      
5 総務省「平成 28 年市町村税課税状況等の調」の市町村の規模別分類を参考にした。 
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（図４；比較市の従業者規模別事業所数と製造業事業所数及び構成比） 

 

 （出所）経済センサス（平成 26 年経済センサス‐基礎調査 事業所に関する集計）より筆者

作成。なお、括弧内は製造業事業所数の全業種事業所数に対する割合。 

 

  川口市と比較市の事業所数について RESAS（経済センサス）から 2009 年と 2014 年

の事業所数の変化をみたところ、いずれの市も電気・ガス等事業及び医療・福祉業を除

いたすべての業種で減少しており、川口市特有の特徴は見受けられない6。 

 

  

                                                      
6 川口市の運輸業減少の要因については参考資料１において掘り下げて調査を行った。 
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（表 1；川口市と比較市の事業所数の変化（2009年―2014年）） 

 

（出所）RESASより筆者作成 

 

  川口市と比較市の開業率と廃業率を試算し7比較したところ、各市ともに個人と法人を

合わせた全体では廃業率が開業率を上回っているが、これを個人と法人とに分けてみて

みると、個人事業者の廃業率が開業率を大きく上回っている一方で法人企業は開業率が

廃業率を上回っていることがわかる。いずれにおいても、川口市と比較市との間で傾向

に大きな差異はみられなかった。 

 

  

                                                      
7 ここでの開業率と廃業率の求め方については、中小企業白書の付属統計資料中「開業率・廃業率（非一

次産業）」の算出方法を参考とした。 
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（図 5；川口市と比較市の開業率と廃業率） 

 

 （出所）経済センサスから筆者作成 

 

  個人事業者の開業率・廃業率を産業大分類でみると、川口市の医療・福祉業の開業率

が廃業率を若干上回っていることを除き、比較市を含めた３市の個人事業者は廃業率が

開業率を上回っている（参考資料２参照）。 

法人企業の開業率・廃業率を産業大分類でみると、製造業については３市とも廃業率

が開業率を上回っている。一方、非製造業については３市の間で業種によってばらつき

がみられるものの、医療・福祉業についてはいずれの市においても開業率が 10%超とな

っている点が特徴としてみられる（参考資料３参照）。 

業種ごとの開廃業率をみてきたが、ここで各々の業種と業種ごとの黒字あるいは赤字

の企業割合との関係性をみる。 

川口市と比較市の３市について、開廃業率については上述の経済センサスのデータを

用い、黒字（赤字）企業割合については RESAS のデータを用いて、縦軸を開業（廃

業）率、横軸を黒字（赤字）企業割合としてプロットすると（図６参照8）、黒字企業の

割合の高さと開業率の高さに正の相関がみられる一方で、赤字企業の割合の高さと廃業

率の高さには相関がみられない。これらの相関係数をみると、黒字企業割合と開業率と

の相関係数は 0.469 となり、黒字企業割合の高い業種と開業率の高い業種との間に一定

の相関があることがわかる。一方、赤字企業割合と廃業率との相関係数は 0.027 とな

り、赤字企業割合の高い業種と廃業率との間には相関はみられなかった。廃業率の高さ

                                                      
8 黒字赤字企業割合については RESAS(経済センサス平成 24 年)より、開業率・廃業率については経済セ

ンサス（平成 21 年及び平成 24 年）より作成。なお、両データ突合の都合上、農林業及び漁業を除いた

15 業種、かつ、経済センサス（平成 24 年）にて新設事業所が 0 の業種は分析対象から除外した。 
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と赤字企業割合の高さとの間に相関がみられないことから、廃業には企業の経営状況以

外の要因が強く影響している可能性が示唆される。 

 

（図６；黒字(赤字)企業割合と開業（廃業）率の分布） 

 

 

（出所）経済センサス及び RESAS から筆者作成 
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次に、経済センサスを用いて川口市における事業所の開設年別構成比を埼玉県と比較

する。川口市は古くから鋳物を中心に栄えてきた歴史があることの名残とも考えられる

が、埼玉県全体と比べると社歴の長い事業所が占める割合が製造業、非製造業ともにや

や高くなっている反面、平成 7 年以降に開設した事業所の割合が低くなっている（図７

参照）。 

  平成 26年と平成 21年の経済センサスにより、事業所数の増減比較を行う9と埼玉

県、川口市のいずれも開設年の古い事業所が大きく減少していることがわかる。また、

開設年の古い事業所の減少幅が、平成 17年以降に開設した事業所数を上回っており、

純増減をみると負の値となっている（図８参照）10。 

 従業者がどの時期に開設された事業所で従業しているのかをみるため、経済センサス

の開設時期別事業所数のデータを用いて確認していく。まず、開設年別の構成比につい

ては、埼玉県、川口市とも全産業、製造業、非製造業ともに、ほぼ同じ構成となってい

たことが確認できる（図９参照）。製造業と非製造業で区別してみていくと、製造業で

は従業者数の割合が最も多いのは昭和 59年以前に開設した事業所となっており約 6割

となっている。開設時期が新しくなるほど従業者数が減少していく。これは、社歴の長

い企業の方がより企業規模が大きく、雇用を多く生み出している可能性を示唆する。一

方、非製造業をみると平成 17 年から 26 年に開設した事業所の従業者数の割合が約３割

超を占め最も高い、昭和 60年から平成６年までの時期が最も割合が少なく（17％）な

っており、製造業との違いがみられる。非製造業について、この開設時期別従業者数の

構成比と事業所開設年別構成比とを比べてみると、平成 17 年度以降に開設された比較

的新しい事業所は、数としての割合は少ないものの、多くの雇用を生み出していること

が見て取れる。 

  平成 26年と平成 21年の経済センサスにより従業者数の増減比較を行う11と、全産業

では開設時期の長い事業所における従業者減少数に比べて、新規開設事業所の従業者増

加数が少ないため、埼玉県及び川口市ともに総数では純減となっている。しかし、製造

業と非製造業とを区別すると、非製造業については埼玉県及び川口市ともに新規開設事

業所の従業者数の方の増加幅が総減少数を上回り純増となっている（図 10 参照）。 

製造業と非製造業との間の従業者増減数の違いに着目し、さらに男女に分けてみると

非製造業の従業者数の増加の大部分は女性によって占められていることがわかる。な

                                                      
9 経済センサスの開設時期別事業所数の 26 年調査の数値から 21 年調査の数値を引いて算出。21 年は川

口市と鳩ケ谷市の合併前であるため、両市の統計情報の統合を行っている。 

10 埼玉県の経済センサス平成 26 年調査では、平成 17～21 年の事業所数が平成 21 年調査時点よりも増加

している。これは 21 年調査時点では把握できなかった事業所が 26 年調査において集計された可能性な

どが考えられる。 

11 事業者数増減の分析と同様に経済センサスの開設時期別事業所数の 26 年調査の数値から 21 年調査の

数値を差し引いて算出。 
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お、埼玉県では女性も男性もともに非製造業従業者数が純増となっている一方、川口市

では男性の非製造業従業者数が純減となっており、この点で両者に違いがみられる。こ

の要因については、平成 21年から平成 26年の時期は団塊の世代の退職の時期と重なっ

ており、男性従業者数の多い製造業従事者の引退が関係している可能性が指摘できる

（図 11参照）12。 

  

                                                      
12 男性従業者数減少の要因については参考資料４において労働力人口と就業者数について世代毎の移動に

ついて分析を行った。 
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（図７ 事業所開設年別構成比（埼玉県（左）、川口市（右）） 

埼玉県 川口市 

  

  

 
 

 

（出所）「経済センサス」より筆者作成 
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（図８ 開業年別事業所数の増減分析（26年-21年） 

 

 
（出所）経済センサスより筆者作成 
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（図９ 開設時期別従業者の構成比（埼玉県（左）、川口市（右）） 

埼玉県 川口市 

  

  

  
（出所）経済センサスより筆者作成 
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（図 10 開業年別従業員数増減分析（26年-21年）） 

 

 

（出所）経済センサスより筆者作成 
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（図 11 従業者数増加率と従業員数増減の構成比（埼玉県（左）、川口市（右）） 

埼玉県 川口市 

  

  

(出所)「経済センサス」より筆者作成 
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３．川口市の課題の把握と整理 

上記２．で確認してきたとおり、川口市は人口が増加する一方、平成 21 年から平成 26

年にかけては事業所数が減少しており、市内の産業構造は変化し続けていることが伺われ

る。また、従業者数をみると男性の従業者数は減少し、女性の従業者数が増加しているこ

とがわかった。 

次に、新規開業（創業）や事業承継に係る川口市の状況や課題の整理を進めていきた

い。 

新規開業については先行研究の知見を整理し、新規開業を促進する要因と川口市におけ

る各要因の状況とを確認していく。事業承継については、先行研究を参考にして廃業の要

因と考えられる後継者の有無の決定要因の実証分析を行う。 

また、川口市が毎年度実施している「市民意識調査」について「勤務先の近さ（遠

さ）」に着目しながら調査結果を見ていき、川口市内在住者の性別や年齢別の特徴や勤務

地と居住地との関係について傾向を確認することによって、課題の把握を試みる。 

これらから得られた情報を整理することによって、支援策が向けられる対象の範囲を検

討したい。 

 

（１） 新規開業・創業について 

① 開業促進要因について（先行研究レビュー） 

新規開業・創業関連の先行研究では、岡室(2006a)は地域別の開業率に影響する要因

を市町村レベルと県内経済圏レベルの二つの異なる集計データを用いて計量分析を行っ

た結果、分析手法等を変えても安定して有意な結果が得られた要因は大卒比率及び専門

職比率といった高度な人的資本の比率である人的資本要因であったとしており、「地域

レベルで開業を促進するためには、高度な人的資本を形成することが重要だ」と指摘し

ている。また、当該分析結果から得られた市町村レベルにおける主な開業促進要因とし

て、高い人口増加率、低い賃金、高い失業率、低い持ち家比率、高い大卒比率と専門職

比率、高い事業所密度、低い製造業依存度、大きな事業所の平均規模、交通アクセスの

良さ、低い地方公務員比率といったものが開業率に有意に影響する要因であったとして

おり、これら分析結果は多くの点で主要な先行研究と一致していると評価している13。 

また、製造業の開業率への地域要因の影響について、岡室(2006b)は工業統計表の個

票データを用いて、分析単位の地域を工業地区に絞りこんで研究開発集約度によって製

造業をハイテク業種とローテク業種に区別して比較し、最小二乗法によって分析を行っ

た。分析の結果、ハイテク業種とローテク業種との間での違いは、失業率や大卒比率と

ハイテク業種比率の影響において明瞭となったとし、他方で一般的に開業に影響を与え

                                                      
13 なお、分析結果のうち持ち家比率と事業所平均規模についてはほとんどの先行研究の結果と異なると指

摘している。 
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ると思われる期待利益や費用水準（地価や賃金）には有意な影響は見られないものとな

ったとしている。加えて、ハイテク業種、ローテク業種ともに製造業の開業率に影響を

与える要素は当該地域に製造業が集積しているか否かにあることを分析結果から指摘し

ている。 

  

② 先行研究の結果と川口市の状況について 

岡室(2006a)の分析結果から得られた開業促進要因について、それぞれ川口市の状況

を確認していく。人的資本要因について、高度な人的資本の代理指標である大卒比率に

ついて国勢調査(平成 22年)によると川口市は 24.8%であった。比較対象として全国で

は 23.4%、埼玉県では 25.2%となっており、全国と比べると割合は高いものの、埼玉県

の水準を若干下回っている14。また、専門職比率15について国勢調査(平成 27年)による

と川口市は 14.8%であり。全国の 13.1%、埼玉県の 13.1%のいずれの水準も上回ってい

る。つぎに需要要因に当たる人口増加率については川口市の人口推移をみてきたとおり

2020 年頃まで増加傾向にあり、また費用要因に当たる賃金について、埼玉県の最低賃金

は東京都や神奈川県と比較して低く16、賃金構造基本統計調査によると、埼玉県の賃金

水準は東京都、神奈川県、千葉県よりも低い17。交通アクセスの良さについて、川口市

は東京外環自動車道及び首都高速など高速道路にアクセスしやすく、また公共交通機関

では JR東日本（京浜東北線、武蔵野線）や埼玉高速鉄道により都市部へのアクセスが

容易なほか、市内にはコミュニティバスも運行されており、交通アクセスは整っている

ものと考えられる。一方、先行研究において負の要因として挙げられている製造業の比

率の高さや事業所の平均規模の小さといった点については比較的当てはまるものと考え

られる（表２参照）。ただし、製造業比率については、岡室(2006b)において製造業の開

業率に影響を与える要素は当該地域に製造業が集積しているか否かにあると指摘されて

いるとおり、製造業比率が高いことだけを取り上げて川口市の開業比率に係る課題であ

ると指摘することは妥当ではないと思われる。 

 

 

                                                      
14 大卒比率については国勢調査(平成 22 年)の統計表第 14 表から大学・大学院卒業者数/総数（15 歳以上

年齢）の比率を求めた。なお、本統計表には全国、都道府県、人口 50 万人以上の市区のデータが掲載

されている。 
15 就業者数に対する専門的・技術的職業従事者の割合。なお、国勢調査に用いる職業分類では、専門的・

技術的職業従事者の定義は「高度の専門的水準において，科学的知識を応用した技術的な仕事に従事す

るもの及び医療・教育・法律・宗教・芸術・その他の専門的性質の仕事に従事するものが分類される」

とされている。 

16 最低賃金(2017 年)は東京都 958 円、神奈川県 956 円、埼玉県 871 円、千葉県 868 円。 
17 「平成 29 年賃金構造基本統計調査の概況」によると、賃金水準はそれぞれ東京都 377.5 千円、神奈川

県 329.8 千円、埼玉県 296.5 千円、千葉県 309.4 千円。 
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（表２；先行研究における開業促進要因との川口市の状況の比較） 

 

（出所）筆者作成 

 

（２）廃業数の増加について 

① 廃業の増加要因について（先行研究など） 

廃業数の増加要因については、事業者の売上減少や将来的な見通しが明るくないなど

の事業環境の悪化が要因となっているとも考えられるが、従来から景気循環や産業構造

の変化の中で廃業はみられてきたものであるため、景気要因をもって長期的な事業者数

の減少傾向を説明することは十分ではない。近年、特に経営者年齢の高齢化が進展して

いるなか後継者に事業を引き継がずに経営者が引退することが廃業に影響している可能

性があることからも、この要因の影響も大きいものと考えられる。中小企業の事業承継

に係る問題について、村上(2017)は中小企業全体に対して「中小企業の事業承継に関す

るインターネット調査」を行い、廃業予定企業と未定企業及び決定企業の属性を明らか

にすることを試みている。調査分析の結果によると、廃業予定企業の多くは従業者が少

なく、借入も少ない上、業績が劣る企業の割合が相対的に高く、事業の将来性の見通し

も暗いといった傾向が見え、「経営者の高齢化に伴って、徐々に市場から退出していく

（略）際に大きな社会的な問題が生じることはなさそう」と指摘する。その一方で、未

定企業は決定企業と従業者規模や業績等の点で遜色はないものの、「後継者が決定して

いるか未定であるかを左右するのは、経営者に就任したときの年齢や男の子どもの多寡

という、経営者の属人的な要因である」と分析し、未定企業の廃業は社会的な損失とな

りかねないことから、親族への事業承継以外の選択肢を実現できるような支援策などが

必要と提言している。 
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② 川口市における後継者の有無決定要因分析 

１）分析モデル及び仮説 

川口市における廃業予定企業の属性はどのようになっているのであろうか。村上

(2017)の研究を参考にしつつ、川口市が実施したアンケート調査18の情報を用いて、廃

業の要因となる後継者有無の決定要因に係る分析を行う。川口市市内事業者に対するア

ンケート調査から得られた「後継者の有無」の決定要因についてプロビットモデルを用

いて分析を行った19。プロビットモデル分析は限界効果の推計が可能であり、解釈も比

較的容易という利点を持っている。 

分析に当たり被説明変数には「後継者の有無」を置き、経営者の属性（代表者の年

齢）、事業所の属性（経営形態、事業所の規模（従業員数）、経営状況）、事業所の課

題、公的支援の有無、を説明変数とした。また、業種分類ダミーをコントロール変数と

した。なお、説明変数については単純なものから業種をコントロールしたものまで以下

表２のとおり４つのモデルで分析を行った。 

各説明変数の定義について、経営組織は調査対象が法人企業の場合は１を個人企業の

場合は０とするダミー変数である。経営状況は過去 5年間の経営状況について黒字基

調、収支均衡、赤字基調のいずれか該当する場合は１を該当しない場合は 0 とするダミ

ー変数である。経営者属性については代表者の年齢区分を 5 段階に区分した変数であ

る。事業所規模は従業者数別に５区分しており該当すれば１、該当しない場合は０とす

るダミー変数である。なお、アンケート調査の設計上、個人企業と回答したものは従業

者数 1-5 人の区分に属するものとして処理している。公的支援有無については、国、

県、市が実施している各種支援策を利用したことがある場合に１、利用したことがない

場合に０とするダミー変数である。事業所の課題は、アンケート中の「貴事業所の課題

について」の質問に該当する項目に回答（複数回答５つまで）している場合は当該項目

につき 1、それ以外を０とした。なお、製造業向けのアンケートと非製造業向けのアン

ケートで回答項目が異なっていたため、製造業と非製造業項目間で筆者において整理を

行った(参考資料６参照)。 

次に各モデルについて説明をする（表３）。モデル１とモデル２の違いは、モデル１

では法人企業か個人企業かを示す経営組織を変数と用いていたが、事業所規模の変数に

                                                      

18 川口市では「川口市産業振興指針」の改定に先立ち、「市内の事業所の事業活動状況や直面している課

題等の現状を把握」するため、平成 29 年 7-8 月に市内事業者(2,500 件)を対象にアンケート調査を実施

した。調査対象の内訳は、製造業 522 件、非製造業 1,896 件、大規模小売店 82 件であり、回収率はそ

れぞれ 39.8%、31.9%、36.6%、総計 33.7%となっている。 

19 村上(2017)は、被説明変数の企業類型を（後継者）決定企業、未定企業、廃業予定企業の３類型とし

て、多項ロジットモデルで分析を行っている点で、今回の分析と異なっている。 
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は個人企業であることが含まれ、多重共線性の問題20が生じるため事業所規模を説明変

数で用いるモデル２では経営組織を説明変数から除外している。モデル３、４はモデル

２を基礎として、事業所の課題（モデル３）あるいは業種ダミー（モデル４）を追加し

たものである。 

 

（表３；モデル間の説明変数について） 

 
  

説明変数の符号に係る仮説については次のとおりである。まず、経営組織（法人か個

人事業者か）及び事業所規模については、小規模であるほど自分の代でやめやすいと考

えられることから、個人事業者の場合や従業者数が少人数の場合に廃業予定の確率が高

まるものと考えられる。また、経営者属性（年齢）については、村上(2017）の分析の

とおり、経営者の年齢が高いほど、廃業予定企業になる確率が低くなるものと考えられ

る。次に、経営状況については赤字と回答している事業者ほど、事業の将来見通しへの

不透明感が高まると考えられるため、廃業予定の確率も高まるものと考えられる。ただ

し、先述のとおり赤字企業割合の高い業種と廃業率との間には相関はみられなかったこ

とには留意が必要である。公的支援の有無については、公的支援（例えば補助金や制度

融資）の性質にも影響されるものとも考えられるが、積極的に支援施策を利用している

事業者はより事業継続の意識が高いものと仮説を立て、後継者ありの確率が高まるもの

と考える。最後に、事業所の課題については、後継者の確保や人材育成といった「人

材」に係る課題を抱えている場合に、将来へと事業をつなぐことに対して不透明感が高

まると思われるため、廃業予定の確率が高まると考えられる。また、資金調達に課題を

抱える事業所についても、事業の継続に必要な資金を十分に確保できていないと思われ

るため、廃業予定の確率が高まるものと考えられる。 

  

２）記述統計量及び分析結果 

川口市アンケート調査結果を基に作成した各変数及び記述統計量は表４のとおりであ

る。被説明変数の「後継者の有無」について観測数が 277 と少なくなっているのは、ダ

                                                      

20 多重共線性の問題とは、ある説明変数が別の説明変数と相関しているために推定結果が不安

定になることをいう。 
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ミー変数とするにあたってアンケート調査票の「１．決まっている」、「２．候補がいる

が決まっていない」を後継者あり（＝１）とし、「３．継承したいが候補がいない」、

「５．継承しない」と回答したものを廃業予定企業(＝０)としたため21、「４．まだ決め

る必要がない」及び「６．その他」は分析対象外としたことによるものである。なお、

「４．まだ決める必要がない」は、村上(2017)の研究において「時期尚早企業は経営者

の年齢が若い時点での暫定的な選択肢であることから被説明変数には採用しない」とし

ていることから、今回分析に当たっては対象外とした。 

 

（表４；記述統計量） 

 

 （出所）アンケート調査を基に筆者作成 

 

  分析の結果は表５のとおりとなった。各モデルについて分析結果をみていく。 

まず、モデル１では、経営組織が法人であれば有意に正の値となり、後継者がいる可

能性が高くなる。つぎに経営状況をみると赤字の事業所は有意に負の値となっており、

赤字の事業者は黒字の事業者（参照値）と比べて後継者がいないと回答する傾向にあ

る。なお、収支均衡と回答した事業所と黒字企業との間には有意な差はみられない。経

営者属性である経営者の年齢は後継者の有無において統計的に有意な結果は得られなか

った。 

モデル２は経営組織の説明変数に代えて従業者規模を説明変数としたものである。結

                                                      
21 村上(2017)は、被説明変数を決定企業、未定企業、廃業予定企業の 3 分類とし、これらを多項ロジッ

トモデルによって分析しているが、今回分析に当たっては、本文記載のとおり、調査時点において後継

者が「決まっている」あるいは「候補がいる」と回答したものを後継者有り、「継承しない」あるいは

「候補がいない」と回答したものを後継者無しの二項カテゴリーに整理を行い、プロビットモデルによ

って分析することとした。 
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果をみると事業所規模の変数である従業者数について、従業者数が６人以上の事業所と

従業者数 51人以上との間には統計的に有意な差がみられなかったが、従業者数が１～

５人と小規模な場合には有意水準 1%で負の値をとり、かつ、係数も高い値となってい

る。一方、モデル１では経営状況が赤字の場合に有意に負の値となっていたが、モデル

２ではいずれの経営状況であっても黒字企業との差がみられなくなっている。なお、本

モデルにおいて公的支援の有無が後継者の有無に及ぼす影響についても推計を行ったが

係数が小さく、統計的に有意な結果は得られなかった。 

モデル３及び４は事業所の課題を説明変数に加えたモデルである。結果をみると、モ

デル２と同様に事業所規模の変数である従業者数１～５人の場合に有意水準 1%で負の

値となった。また、事業所の課題のうち、「販売先・取引先・顧客開拓」及び「情報

化・ICTの活用」、「人材育成」は有意に正の値となり、「後継者の確保・育成」は有意

に負の値となった。さらに業種ダミーを加えると（モデル４）、モデル３で統計的に有

意となっていた変数のうち「情報化・ICTの活用」以外の変数の係数が増加した。 



25 

 

（表５；後継者有無分析結果（プロビットモデルの限界効果を報告） 

 

（出所）筆者作成  

（注）各係数下段の括弧内は標準誤差を報告。∗∗∗は有意水準１％、∗∗は同５％、∗は同

10％水準であることを意味。 
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以上の結果について、当初の仮説との検証及び解釈をしたい。モデル１については法

人の方が後継者ありと回答する確率が高くなっており、個人事業者の場合に後継者がい

ないとした仮説と整合的な結果となっている。また、経営状況について黒字の場合と比

べて赤字の方が廃業予定が高まることも仮説と整合的な結果であった。一方で、先行研

究である村上(2017)の結果では経営者年齢が高いほど後継者が決まっている確率が高ま

っていたが、今回の分析結果からは経営者属性である経営者年齢については、統計的に

有意な結果は得られなかった22。 

モデル２は、事業所規模が従業者数１～５人と小規模な場合に従業者数が５１人以上

の事業所と比べて後継者がいないと回答する確率が５割程度高まる結果となっており、

仮説を支持するものとなっている。一方、従業者数を説明変数に加えるとモデル１でみ

られた経営状況の違いによる差がみられなくなっている。事業所の規模が小規模な場合

の係数の高さから、赤字の事業者の多くは小規模な事業者であり、事業所規模を説明変

数に加えることによって説明がなされると解釈することが妥当なのかもしれない。この

点、赤字企業割合の高い業種と廃業率との間には相関はみられなかった点と整合してい

るとも考えられる。なお、モデル２では公的支援の有無を説明変数に加えているが、先

に分析結果でみたとおり今回分析した限りでは公的支援を活用による後継者の有無への

影響は統計的に有意な結果は得られなかった。アンケートの結果記載されていた公的支

援の内容は補助金や低利融資などであり、事業承継や後継者育成などを目的として講じ

られた施策ではないことも、今回の分析で有意な結果が得られなかったことの要因かも

しれない。 

  モデル３、４では事業所規模が小規模な場合に後継者がいないとする確率が高まるこ

とは分析結果でみたとおりであるが、業種ダミーでコントロールした場合（モデル４）

に、後継者がいないとする確率は従業者数が 51 人以上の事業所と比べて約７割と特に

高まる結果となっており、モデル２～４と複数のモデルから共通に小規模な事業者であ

ることによって後継者がいない確率が高まる結果が得られている。 

事業所の課題についてみると、まず仮説段階では後継者の確保や人材育成といった

「人材」に係る課題を抱えている場合、将来へと事業をつなぐことに対して不透明感が

高まると思われるため廃業予定の確率が高まると考えていたが、「後継者の確保・育

成」が負に有意となる一方、「人材育成」は正に有意となる結果となった。課題として

顕在化する段階が、企業にとって事業を行う上で必要な人員を確保した後のものと考え

るならば、「人材育成」を課題とすることは当該企業にとっては前向きな課題と捉える

ことができるとも考えられる。加えて、昨今の中小企業を取り巻く人材確保が困難な状

況を鑑みると、人材を確保できる企業は比較的大きな規模と推察されることも、「人材

育成」が正の値の結果となったことと関係しているのかもしれない。「販売先・取引

                                                      

22 モデル２～４でもモデル１と同様に統計的に有意な結果は得られなかった。 
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先・顧客開拓」や「情報化・ICTの活用」といった課題についても、プロモーション活

動や設備投資など積極的・前向きな企業活動に当たっての課題とも考えられることか

ら、比較的事業を行っていく上での基盤のある企業が多いからかもしれない。資金調達

について課題を抱えているとした企業は将来的な見通しに不安をもち後継者がいない確

率が高まる可能性があると考えられたが、今回の分析結果では符号は負となったものの

統計的に有意な結果は得らえなかった。 

 

３）後継者有無分析のまとめ 

今回の分析から、従業者数１～５人の小規模な事業者ほど廃業予定（後継者なし）と

なる確率が高まり、また、「後継者の確保や育成」を課題としている事業者についても

廃業予定（後継者なし）となる確率が高まる結果が得られた。村上(2017)の分析によれ

ば、後継者の決定企業と未定企業との間には従業者規模や業績などの差はみられず、男

の子どもがいないなどといった属人的な要因によって差が生じる結果が得られており、

廃業予定企業はいずれの企業規模（従業者数）も有意に負の値となっている。今回の分

析結果では従業者数が少ない小規模な事業者が廃業予定（後継者なし）となる確率が高

まっておりいるがこれは村上(2017)が未定企業と廃業予定企業とを区別して分析してい

ることから差異が生じているのかもしれない。また、今回のアンケート調査では経営者

の属性として経営者の年齢しか情報が得られていないが、「後継者の確保や育成」を事

業所の課題としている場合に廃業予定（後継者なし）の確率が高まっていることから鑑

みると、川口市内の事業所においても男の子どもがいないなどといった属人的な理由に

よって後継者の確保に課題を感じており、それが廃業予定となる確率を高めている可能

性は否定できない。 

 

（３）川口市「市民意識調査」の分析 

 ①「市民意識調査」分析の意義 

 川口市内に在住している方の意識を確認することによっても、商工業施策の検討に際

して有意義な課題の抽出が可能と考えられることから、「平成 29年度 総合計画のため

の市民意識調査結果報告書」（以下、「市民意識調査」という。）23の情報の整理、分析を

行う。分析に当たっては、川口市の良いところ（良くないところ）に関する調査の項目

の中で特に「勤務先が近くにある」に着目する。一般的には職住が近接していることは

互いが離れているよりも好ましいものと考えらえることから、勤務地が川口市内あるい

は近接していれば居住意向としても川口市に住み続けたいと思うと考えられる。また、

川口市内で事業を営みあるいは従業していると同時に市内に居住してもらうということ

                                                      
23 川口市 HP「市民意識調査の結果について」を参照。

https://www.city.kawaguchi.lg.jp/soshiki/01020/010/2694.html 
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は、商工業政策の波及効果として、成果指標にもなりうるものと考えられることも、こ

の項目に着目する理由である。 

 

②「市民意識調査」について 

 平成 29 年度市民意識調査は、川口市内に在住の 18歳以上の男女 5,000 人を住民基本

台帳から無作為抽出してアンケートを郵送して実施されたものである。調査の概要によ

ると、有効回答者数は 1,822 人、有効回答率は 36.4%、回答者の性別は男性 38.7%、女

性 58.7%となっている。また、現在の勤務地及び学校所在地別の回答者の割合をみる

と、川口市内が 39.8%と最も高く、東京都内が 37.4%と続き、埼玉県内（川口市以外）

が 15.4%、埼玉県、東京都以外の県が 3.1%となっている。回答者の居住年数について

は、割合が高い順に「在住して 30 年以上」(31.4%)、「生まれてからずっと住んでい

る」(19.6%)、「在住して 10年以上～20 年未満」(17.2%)、「在住して 20 年以上～30 年

未満」(11.9%)、「在住して 5年未満」(10.3%)、「在住して５年以上～10 年未満」

(7.4%)となっている。また、回答者の年齢構成についてみると、29 歳以下が 10.8%、

30代が 16.3%、40代が 19.4%、50代が 17.4%、60 歳以上の割合が 34.3%となってい

る。 

  川口市の「良いところ、好きなところ」及び「良くないところ、嫌いなところ」に関

して、特に「勤務先が近くにある」の項目に着目して調査結果の分析を行っていくが、

アンケート調査においては良いところ（良くないところ）について与えられた選択項目

から三つまで選択が可能となっている。母数は有効回答者数である 1,822 人である。 

 

 ③調査結果の分析 

まず「川口市の良いところ、好きなところ」の調査結果において「勤務先が近くにあ

る」と回答した割合をみていく。「勤務先が近くにある」ことを良いところと感じてい

る割合は全体の 13.0%と上位から５番目に位置し、市内在住者にとって「勤務先が近

い」ことが良いところであると感じている割合は比較的多いと思われる24。 

性別・年齢別にみると男性は 40代、50 代が「勤務先が近くにある」を良いところと

回答している割合が高い一方で、女性は 30 代が他年齢層よりも若干割合が多いもの

の、総じて大きな差は見受けられない（表６）。 

 

 

  

                                                      
24 その他の上位の項目は、都心に出やすい(61.3%)、買い物など日常生活が便利である(55.8%)、公共交

通機関が充実している(27.6%)、災害が少ない(24.6%)となっている。 



29 

 

（表６；「勤務先が近くにある」の性別・年齢別の回答構成） 

 

（出所）平成 29年度市民意識調査から筆者作成 

 

勤務地別の結果をみると、川口市内あるいは埼玉県内（川口市以外）に勤務地がある

場合に「勤務先が近くにある」と回答する割合はそれぞれ 32.2%、15.8%となっている

一方で、東京都内あるいは埼玉県、東京都以外の県についてはそれぞれ 8.9%、0.0%と

割合が低くなっている。居住意向別の結果をみると、「勤務先が近くにある」と回答し

た割合について住み続けたい意向を持つ人が 13.2%、住み続けたくない意向を持つ人が

14.7%となっており、住み続けたくない意向を持つ人の方が割合が高くなっている（表

７）。 

 

（表７；「勤務先が近くにある」の勤務地別・居住意向別の回答構成） 

 

（出所）平成 29年度市民意識調査から筆者作成 
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次に「川口市の良くないところ、嫌いなところ」の調査結果において「勤務先が遠く

にある」と回答した割合を確認する。「勤務先が遠くにある」ことを良くないところと

感じている割合は全体の 3.2%と項目の中でも下位に位置しており、全体的な評価とし

てはそれほど良くない理由とはなっていないように見受けられる25。 

性別・年齢別の結果をみると、男性では 30 代が良くないところであると感じている

割合が高くなっている。また、女性は 18-49歳の年齢層において 50 歳以上の年齢層よ

りも良くないところであると感じている割合が高い（表８）。 

 

（表８；「勤務先が遠くにある」の性別・年齢別の回答構成） 

 

（出所）平成 29年度市民意識調査から筆者作成 

 

勤務地別の結果をみると、埼玉県、東京都以外の県あるいは東京都内に勤務地がある

場合に「勤務先が遠くにある」と回答する割合はそれぞれ 22.2%、7.2%となっており、

川口市内(0.2%)あるいは埼玉県内（川口市以外）(3.4%)に勤務地がある場合と比べて高

くなっている。居住意向別に「勤務先が遠くにある」と回答した住み続けたい意向を持

つ人は 3.0%、住み続けたくない意向を持つ人は 4.7%となっており、住み続けたくない

と意向をもっていても「勤務先が遠くにある」ことを主な理由と感じている回答者は多

くないことが伺われる（表９）。 

  

                                                      
25 その他の上位 5 項目は治安が悪い(33.2)、道路事情が悪い(17.4)、公共交通機関が充実していない

(15.4)、医療サービスが不十分である(14.5)、街並みがきたない(13.5)となっている。 
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（表９；「勤務先が遠くにある」の勤務地別・居住意向別の回答構成） 

 

（出所）平成 29年度市民意識調査から筆者作成 

 

  これまでは市民意識調査の調査結果として報告されている結果表の確認を行ってきた

が、本分析の冒頭においてアンケート調査における回答者の割合を確認したとおり、年

齢別にみても構成割合にばらつきがあり、また川口市内を勤務地としている割合が最も

高く、埼玉県、東京都以外の県を勤務地とした割合は少ないこともあるため、市民意識

調査に報告されている各項目の回答数及び回答割合から実際の回答者数の試算を行いな

がら分析を深める。 

  市民意識調査において性別・年齢別の回答者数が報告されている(市民意識調査 P9)こ

とから、この回答者数に川口市の「良いところ（良くないところ）、好きなところ（嫌

いなところ）」の年齢別の回答割合を乗じて年齢各層の人数を試算し、加えてそれぞれ

の性別の回答者合計に占める割合や回答者全体（母数）に占める割合を導いたものが表

９及び表 10である。 

 表 10は「良いところ、好きなところ」において「勤務先が近くにある」を選択した

表を再整理したものである。表中の「全体（試算）に占める割合」は、母数から「勤務

先が近くにある」を選択した人数を求めた上で、性別・年齢別に試算した人数の割合を

求めたものである。これをみると、すでにみてきたとおり男性の 40 代及び 50 代がそれ

ぞれ 15.2%、11.8%と割合が高くなっている。また女性も 30代及び 40代がそれぞれ

13.5%、12.2%と割合が高くなっており、これらの層は、川口市内あるいは隣接地など

で勤務している傾向にあるものと考えられる。 

  表 11 は「良くないところ、嫌いなところ」において「勤務先が遠くにある」を選択

した表を再整理したものであるが、こちらもすでにみてきたとおり男性の 30代が勤務

先が遠いことが良くないところと感じている割合が最も高い。また、女性については

18-49歳の層が比較的割合が高いが、特に 40代の女性が勤務先が遠いことを良くないと

ころと感じていることがわかる。女性の 40 代については勤務先の距離について近い＝

良いところ、遠い＝良くないところと感じていることがわかる。 
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（表 10；「勤務先が近くにある」の性別・年齢別の回答者数試算） 

 

（出所）平成 29年度市民意識調査から筆者作成 

 

（表 11；「勤務先が遠くにある」の性別・年齢別の回答者数試算）

 

（出所）平成 29年度市民意識調査から筆者作成 

 

  市内意識調査によると勤務地を川口市内と回答した人数が 456 人、埼玉県内と回答し

た人数が 177 人、東京都内と回答した人数が 429 人、埼玉県、東京都以外の県と回答し

た人数が 36人と報告されている（市民意識調査 P10）26。これらの人数に各項目の選択

割合を乗じて試算をした結果が表 12及び表 13 である。 

                                                      
26 合計したときに母数である 1,822 人とならないのは、勤務地等の集計にあたって回答者の中家事に専念

しているもの及び無職のものを除いているためと考えられる(P5)。 
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（表 12；勤務地別・居住地別の回答者数試算） 

 

（出所）平成 29年度市民意識調査から筆者作成 

 

（表 13；勤務地別・居住地別の回答者数の全体に占める割合） 

 

（出所）平成 29年度市民意識調査から筆者作成 

 

 

  各勤務地別において８割超が住み続けたいと回答しており、この点においては勤務先

に関わらず川口市への居住意向が多いことがわかる。 

  

 ④まとめ 

 性別・年齢別の「勤務先が近く（遠く）にある」に着目すると男性の 40 代、50代は

勤務先が近くにある点を川口市の良いところと感じており、勤務先が遠くにある点を良

くないところだと感じている 30代男性は他の年代よりも多くなる。女性は 30代、40

代が勤務先が近くにある点を川口市の良いところと感じており、勤務先が遠くにある点

を良くないところだと感じている割合は 40 代女性が他の年代よりも多くなる。 

  勤務地別・居住意向別の結果について、ここでは職住近接は一般的に望ましいという

仮定のもとに本分析を行ってきたが、勤務地が川口市内である場合に川口市以外に勤務

地があるものよりも「住み続けたくない」と回答する割合が高く(5.0%)、回答割合と回

答者から試算した回答人数(55人)でみても同様の結果となった。他方、埼玉県、東京都

以外の県を勤務地とするものは川口市の「良くないところ」として「勤務先が遠い」と

回答した割合は最も高かった(22.2%)ものの、「住み続けたい」と回答した割合は最も多

くなっていた(86.1%)。 
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今回の市民意識調査の単年の結果のみで結論づけるのは早計であると思われるが、こ

れらの結果からは職住の近接性は将来の居住意向とはあまり相関がない可能性はあるも

のの、「勤務先が遠い」点を良くないところと回答する割合が高い層（30 代男性、40 代

女性）は一定の勤務経験を持っていると考えられることから、人材の確保や定着に課題

を持つ中小企業にとっては、勤務先の近さもアピールして獲得に働きかけることも可能

な層と考えられる。 

 

  



35 

 

（４）課題の整理 

 上記２．の川口市の現状やこれまでみてきた新規開業・創業、廃業要因しての後継者の

有無、勤務地に係る川口市の良いところ（悪いところ）といった分析結果をもとにして、

川口市が直面している機会と脅威、強みと弱みを SWOT 分析27によって整理する（表

14）。 

 川口市の「強み×機会」は人口の増加であり人口増加に伴う需要や労働供給の拡大が考

えられる。また、人口流入の背景である都市部に近い立地や交通アクセスの良さといった

川口市の立地要因も強みにあげられる。加えて、産業構造に占める製造業の割合が高く、

金属製品製造業や生産用機械器具製造業を中心に多くの製造業が集積している点も強みで

あり、機会でもあろう。 

次に機会を逸しないように弱みを克服すべき象限である「弱み×機会」について、子育

てに目途のついた女性の労働市場への復帰があげられる。子育て後の女性の労働市場への

参加（復帰）は団塊の世代の労働市場からの退出を補う以上に労働供給を増加させている

（参考資料４参照）。一方で就業形態をみてみるとこうした女性の就業形態は非正規の職

員が多くなっており（参考資料５参照）、一部では希望する職種や就業形態とミスマッチ

が生じている可能性はある。また、「市民意識調査」においては 30代の男性は「勤務先が

遠いこと」を川口市の「良くないところ」と感じている割合が高かったが、30 代で一定の

職務経験のある人材は中小企業にとって貴重な人材となりうる。男性の団塊の世代の大量

引退もチャンスと捉えることができる可能性がある。特に川口市は比較的製造業が集積し

ており、こうした製造業に長年従事した技術者が培ってきた技術や品質や工程管理手法と

いったノウハウは知識や資源の不足する規模の小さな企業にとって貴重な資源となりう

る。 

 脅威からの影響を最小限に留めるべき項目を整理する「脅威×強み」では、事業所数の

減少、経営者の高齢化、老年人口の増加といった項目が挙げられるだろう。製造業の事業

所数減少は全国的な趨勢であり、産業構造に占めるサービス産業の重要性は高まってい

る。とはいえ、製造業の歴史的な集積は川口市においては貴重な資源となっていると考え

られることから、地域に蓄積された集積という資源のメリットを引き出すためにも事業者

間の有機的な連携や市内の中核企業からのすそ野の広がりを拡大するなど、製造業集積の

メリットを機会に活かす発想が求められるだろう。非製造業については、「強み×機会」

でも述べているとおり、開業促進要因のうち人的資本要因や需要要因、交通アクセスとい

ったプラス要素を川口市は持ち合わせている。人口拡大に伴いニーズの多様化とそのニー

ズに応えられる柔軟なサービス産業の育成支援も重要な課題となるだろう。その際、これ

までの川口市の政策資源（市役所や商工会議所など）が製造業支援に傾斜してきた感は否

                                                      
27 SWOT 分析とは分析対象に係る内的要因（強み、弱み）及び外的要因（機会、脅威）の項目を整理

し、戦略策定の分析を行う手法である。 
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めないことから、意識的に非製造業に対する公的支援の可能性は検討される必要があるだ

ろう。経営者の高齢化への対応としては、まずは事業承継の問題が企業経営における課題

であることの認識を高めていくことが必要であろう。2017 年版中小企業白書によると経営

者の交代に当たっては親族内承継よりも親族外承継の方が多い傾向にあるとされるが28、

一方で村上(2017)は、後継者の有無は男性の子どもがいないといった個人的な事情による

影響が大きいと指摘する。川口市のアンケート分析の結果も、小規模な事業者や「後継者

の確保や育成」に課題のある事業者ほど後継者がいない（廃業予定）となる確率が高まる

結果となっていた。親族内承継ができない場合、規模の小さな企業ほど後継者の確保や育

成が課題となりやすいと思われるため、後継候補者が選定できない場合の第三者への事業

引継ぎに係る情報提供や相談対応、マッチングの場の提供といった環境整備は重要となっ

ていくであろう。老年人口増加に伴う福祉・医療サービスといった需要増加は事業者にと

っては市場の拡大であり参入者の増加やそれに伴う雇用の増加が見込まれる一方で歳出の

うち民生費の支出拡大要因ともなりうる。 

 撤退し他に委ねることを方針とする「脅威×弱み」に分類されるものは、大規模な事業

用地の確保困難といった項目があげられよう。市内の製造業の退出後にマンションが立地

することの是非などは様々な立場から議論される必要はあると思われるが、今後、公共施

設の在り方なども含めて都市政策と産業政策との密接な連携が求められるであろう。 

 

（表 14；川口市の強みと弱み、機会と脅威の整理） 

 強み 弱み 

 

機

会 

〇人口増加・流入（生産年齢人口は将来的

に横ばいで推移） 

〇都市部に近い立地、交通アクセスの良さ 

〇製造業の集積 

〇女性(25-39 歳）の労働市場への復帰 

〇30 代男性勤務先が遠いことに不満 

〇男性団塊世代の大量引退(OB 人材) 

 

 

 

脅

威 

〇製造業、非製造業の事業所数減少 

〇経営者の高齢化 

〇老年人口増加に伴う福祉・医療サービス

の需要増加 

〇大規模な土地の確保困難 

 

（出所）筆者作成 

 

 

  

                                                      
28 2017 年版中小企業白書 P234 をもとに記載 
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４．支援体制の検討 

 これまでは川口市を取り巻く状況を確認する中で課題の整理を行ってきたが、この章で

は中小企業支援体制の事例研究を行う。様々な課題が浮かび上がる中で、一つ一つ処方箋

を処方することは限られた政策資源では困難である。そのため、先進的な取組みと称され

ることの多い愛知県岡崎市のビジネスサポートセンター(OKa-Biz)を取り上げ、設置の背

景や政策の影響などを考察することによって、多様な課題への対応が迫られる川口市の中

小企業支援体制の検討の一材料としたい。 

 

（１）事例研究（愛知県岡崎市ビジネスサポートセンター） 

 中小企業支援の組織や体制は国、県、市区町村の各レベルで整えられており、一般的な

役割分担の理解としては各々全国的な共通課題への対応、広域的な課題への対応、地域的

な課題への対応といったように地域的な広さや直面する課題の特徴あるいは深さなどに適

応させた組織や体制となっている。特に市町村レベルとなると人口構成や産業構造の違い

も顕著となり、立地による地域間の環境の違いも生じる。市町村レベルの支援体制や組織

はこうした地域の特徴を踏まえた産業、商工業政策の下、適切な実施を確保するべく整備

されているものと考えられる。 

 川口市の支援体制を検討するに当たって、先進的な取組み事例とされている岡崎市のビ

ジネスサポートセンター（以下、「OKa-Biz」という。）を研究対象とした。岡崎市を選ん

だ理由として、上記２．の比較市として岡崎市を選定した理由である人口規模や人口増加

率、産業構造に占める製造業比率などの共通点が見られること、OKa-Bizは中小企業支援

の事例として知られている静岡県富士市の f-Biz をモデルとしたものであり、市町村レベ

ルでは初めてこの支援モデルを取り入れた事例であることから、川口市の支援体制検討に

当たって参考となる事例と考えたためである。 

  

（２）OKa-Bizの設置の背景 

 岡崎市がビジネスサポートセンターの導入を検討するに至った経緯は市内の小規模事業

所の長期的な減少があったという。小規模な小売業の減少や市内の小規模工業事業所の減

少が続いていたことから、中小事業者の数を減らさない支援策の検討がなされた。支援策

の検討に当たり、市内事業者の経営課題の把握のために実施したアンケート調査の結果で

は、市内事業者が経営課題として感じていることの大部分は売上に関する課題である一方

で、課題があるにも関わらず、３割の事業者は相談相手がわからない状況であったことか

ら、従来の支援は十分に市内事業者に届いておらず、またニーズにも応えられていないと

の認識に至ったという。従来とは異なる支援の仕組みとして岡崎市が注目したのが静岡県

富士市産業支援センター(f-Biz)であり、f-Bizの中小企業支援の理念に共感した岡崎市は f-

Bizモデルの導入に向けた取組みが行われた。 

 OKa-Biz は f-Biz と同様、市内の図書館に設置されている。岡崎図書館交流プラザりぶ
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らは、図書館登録者約 20万人、年間の利用者数は延べ 130 万人前後であり、人口 40 万人

規模の岡崎市において広く認知されている施設である。OKa-Biz 開設に当たって岡崎市が

特に配慮していることは敷居を低くすることにより利用者の気軽な利用を促すことにあ

る。図書館に設置したのは、市民が日常から気軽に立ち寄り、利用する施設でありそうし

た施設に併設することで目に留まる機会が増え、利用機会の広がりを狙っていることにあ

る。また、OKa-Biz は図書館入口に近い場所にあり、オープンスベースで構成された空間

ではスタッフはカジュアルな服装が奨励され、従来の公的機関等による相談窓口の雰囲気

とは異なる「気軽さ」も敷居を低くすることに貢献している。さらに、HP でのスタッフ

の顔写真入りの紹介や SNS を活用した日々の取組みの積極的な情報発信なども利用前の不

安の緩和に役立っている。 

  

（３）OKa-Bizの概要 

 ①OKa-Bizの相談体制  

  OKa-Bizは 15名のスタッフ29(うち常勤は３名)のスタッフで運営されている。構成

は、相談の入口であり対応の方向性を決めるビジネスコーディネーターが６名交代制

（うち２名は岡崎商工会議所から派遣）で、週５日相談対応に当たっていることに加え

て、SNS の活用等をサポートする ITアドバイザーが 3名交代制で週 2.5 日、商品パッ

ケージやネーミング等広告をサポートするデザインアドバイザーが 2 名担当曜日制で週

2 日の他、OKa-Biz の運営全般をサポートする企画広報コーディネーターや岡崎信用金

庫から派遣されたスタッフとなっている。OKa-Biz スタッフに加えて、岡崎市役所の職

員もOKa-Bizの運営を支援している。OKa-Bizは土曜日を含む週５日の相談対応をし

ている。相談希望者は基本的に事前予約が必要であるが、急なキャンセルが発生した際

にはOKa-Biz事務局から SNS で予約に空きができたことを発信して受け付けており、

利用者の利便性と稼働率を高めている。 

  岡崎市とOKa-Biz、岡崎商工会議所などその実施体制を整理すると図 12のようにな

る。OKa-Bizは「お金をかけずに売上アップ実現をサポートする」ことを強調してお

り、利用者にとって有益なサービスを提供する機関や機関とは積極的に連携している。

ネットショップ事業者との連携では、楽天コンサルタントによるネットショップの個別

相談会を開催したり、ヤフーの有料カリキュラムの一部を無料で公開するといった連携

を行っている。また、アピールできる事業では資金調達手段としてクラウドファンディ

ングの活用をしたり、無料の求人サイトとの連携も行われている。 

  OKa-Bizは非常勤の専門スタッフによって運営されているが、スタッフ間の情報共有

は密度高く行われている。日々の相談者やその相談内容は常勤の企画広報コーディネー

ターが整理し、関係者に共有している。また、毎週行われる案件ミーティングでは情報

                                                      
29 平成 29 年９月末現在(岡崎ビジネスサポートセンター活動報告書（開設４年目の記録）)を参考に記載 
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共有に加えて懸案事項などのディスカッションが行われており、それぞれのスタッフが

抱えている案件の方向性を練り直すなど、スタッフ全員で解決を図る取組みとなってい

る。また、こうした情報共有には岡崎市の担当職員も含まれており、OKa-Bizに岡崎市

役所も積極的に参加している。 

   

（図 12；OKa-Bizの実施体制イメージ） 

 
（出所）岡崎市 HP 及びOKa-Biz HPやヒアリングを基に筆者作成 

 

②OKa-Bizの相談内容・件数 

  OKa-Bizは月 50 件程度、年間 600件を目標として開設したが、初年度で 1,404 件と

当初目標を大きく上回った実績となった。その後も相談件数は順調に伸び、4年目には

2,522 件となっている（図 13）。なお、一日当たりの相談件数は、１年目に 7.1 件、２年

目に 10.0件、３年目に 11.4 件と推移した後、４年目は週 5日体制となったことにより

10.1 件となっている。相談内容別にみると創業に係る相談は年によって異なるものの

300 件程度で推移している。また、相談内容の割合をみると、岡崎市内事業者が課題と

して挙げていた販路開拓や情報発信、新商品の開発といった売上アップに係る相談の割

合について開設初年度は６割弱であったが、２年目以降は７～８割で推移をしている。

特に販路開拓及び情報発信の割合は高く、相談件数全体の伸びの要因となっており、

OKa-Bizの高いリピート率から鑑みると、相談者が持つ販路開拓や情報発信といった課

題に対して OKa-Biz への相談することは効果があるものと考えているものと推察される

（図 14）。開設 4 年目になると人材育成や専門家相談といった内容の相談が寄せられる
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ようになっており30、OKa-Bizに期待される相談ニーズに変化が生じてきている可能性

がある。なお、OKa-Bizにおける事業承継支援に係る取組みとしては岡崎商工会議所か

ら参画しているコーディネーターによる事業承継セミナーが開催されているが、ヒアリ

ング時点においては OKa-Bizに事業承継に係る相談が寄せられることは少ないとのこと

であった31。 

 

  

                                                      
30 人材育成の相談件数は３年目 11 件、４年目 75 件となっている。専門家相談の件数は 4 年目 25 件とな

っている。 

31 この点、OKa-Biz の取組みの成果として、各事業者の経営状況が改善し、売上が向上することで事業

の将来性の見通しが良くなり、結果として事業の継続性（後継者への事業引継ぎ）も高まることが期待

されるとのことであった。 
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（図 13；相談件数及び内容別件数） 

 

 （出所）OKa-Biz 活動報告書（各年度）を基に筆者作成 

 

（図 14；相談内容割合） 

 

 （出所）OKa-Biz 活動報告書（各年度）を基に筆者作成 

 

業種別の相談件数の推移について、OKa-Biz 活動報告書によると小売・卸売業、サービ
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ス業、飲食・宿泊業の中小零細の事業者の活用が多いと分析されている32。この３業種以

外の業種では、製造業が２割程度、建設業は 1割弱となっている（図 15 参照）。業種別相

談件数を推計して推移をみると利用割合の高い業種以外では医療・福祉業の利用件数が伸

びていることがわかる（図 16 参照）。 

 

（図 15；業種別利用割合の推移） 

 

（出所）OKa-Biz活動報告書を基に筆者作成 

 

（図 16；業種別相談件数（推計）） 

 

（出所）OKa-Biz活動報告書を基に筆者作成 

                                                      

32 この３業種で全体の約６割を占める。 
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OKa-Bizに相談する女性の件数は年々増加しており、創業に係る相談件数も公表資料か

ら推計すると年によってばらつきがあるものの 100 件～150 件程度となり、女性の相談件

数に占める割合は 1 割から 2割強と女性の創業への関心の高さがうかがわれる。なお、岡

崎市役所担当者によると、女性の創業については美容業（整体やアロマなど）が多い印象

とのことであった。なお、OKa-Biz 活動報告書（４年目）において、「４年目は、女性に

よる創業が 4割を超え、女性企業支援を強化した成果の一端」と報告されていることか

ら、13件の女性による創業があったと考えられる。女性の相談件数が多い理由として、相

談に当たっては図書館に併設されている託児所が無料で利用できることや、OKa-Biz 内に

もプレイルームがあり、子どもを遊ばせておきながら相談をすることが可能な点も寄与し

ているものと考えられる。 

 相談件数以外の実績指標として、OKa-Biz 活動報告書ではリピーター割合や口コミ新規

割合、メディア掲載数、創業件数などといった指標が挙げられている。リピーター割合は

初年度の７割から直近では 9割弱となっており、また、相談のきっかけとして口コミ新規

割合は 7割前後で推移していることから、利用者は OKa-Biz への相談することが課題解決

に効果があると感じており、利用者による評価が新たな相談者を呼び込んでいることが示

唆される。４年間の創業件数は各年それぞれ 33～34件となっている。 

 OKa-Biz に係る事業費について、岡崎市の商工関係予算及び決算の推移をみると表 15

のとおりとなっている。OKa-Bizの相談実績の増加とともに運営事業費も増加しており、

平成 30年度予算では 6,000 万円を超え、商工費全体(28.6 億円)に占める割合は２％ほど

となっている。 

 

（表 15；岡崎市商工関係予算の推移（単位百万円）） 

 

（出所）岡崎市 HP より筆者作成。なお、24年度から 28年度は決算額、29 年度 30年度

は当初予算額を記載。 
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（４）まとめ 

 OKa-Biz は先述のとおり静岡県富士市の f-Biz のモデルを取り入れたものであるが、

OKa-Bizの成功は f-Biz モデルが富士市のみで効果のあった取組みであったということで

はなく、各地へと展開可能性のあることを示しており、その後の Biz モデルへの関心の高

まりと全国への広がりへとつながっている33。 

 OKa-Biz の取組みの特徴を整理すると、①スタッフ間の情報共有、②情報の蓄積と引き

出し、③「相談」の範囲の広さ、④敷居の低さ、にあるものと考えられる。まず、①スタ

ッフ間の情報共有においては、常勤スタッフによって寄せられる相談内容は毎日連絡がな

され、非常勤であっても日々の動きがわかるようになされている。また、ミーティングで

は単なる報告に留まらず、スタッフが抱えている案件について専門家であるからこそ陥り

がちな問題も他のスタッフとのディスカッションによって、異なる視点を取り入れること

によってOKa-Biz全体としての質の高さを生み出している。また、岡崎市役所もビジネス

サポートセンター事業の運営を委託するだけでなく、OKa-Bizの取組みに対して積極的に

参加している。②情報の蓄積と引き出しでは、日々共有される相談内容はデータベースと

して蓄積されており、こうした過去の経験をスタッフが適宜引き出して利用するなど組織

的に情報を蓄積し引き出して活用している点に特徴がみられる。蓄積と引き出しの例とし

て、新規相談案件（商材の販路探し）への対応として、過去の相談対応の経験の中でニー

ズのありそうな「利用シーン」を引き出して、マッチングさせ、見事に販路開拓に至って

ケースがある。③「相談」の範囲の広さについては、OKa-Bizでは相談者の持つ強みへの

気づきに留まらず、自らが提案したコンセプトを具体化するまでをその取組みとしている

点に特徴がある。単なる相談、助言は各地の中小企業相談事業の中で行われているが、デ

ザインアドバイザーや ITアドバイザーを置いて、キャッチコピーやデザインの提案、チ

ラシやパンフレット、ブログの作成、ネット販売やメディア対応まで幅広いサポートが行

われている。④敷居の低さについては、岡崎市役所も非常に配慮している点であり、OKa-

Bizが所在する図書館内への設置や女性の相談者への配慮（託児所やプレイルームの設

置）、利用者が肩ひじはらずに相談に来られるようにスタッフのカジュアルな服装の奨

励、HPや SNS を活用した日々の情報発信、セミナーの開催時間の配慮（平日は 18:30 か

ら開催など）など運営に当たって、気軽な相談場所を提供するための努力がなされてい

る。 

一方、今後について課題もある。OKa-Bizは予約制の相談体制をとっているため、相談

後あるいは創業後の事業状況の把握ができていない（相談の申し込みがないと状況が把握

                                                      

33 OKa-Biz 活動報告書（４年目）によると、2017 年秋時点で北海道から九州まで 16 自治体に拡大して

いると報告されている。なお、各 Biz のセンター長は多数の公募者の中から選考され、f-Biz 及び OKa-

Biz において一定期間の研修を受けている。2018 年２月に千葉県木更津市に設置されたらづ-Biz の例で

は、全国公募の 157 名から選考され、3 ヶ月の間 f-Biz 及び OKa-Biz での研修が行われた。（出所）秋

元祥治（G-net・OKa-Biz）ブログ 2018 年 02 月 10 日 08:30） 
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できない）。この点は、岡崎市役所も認識をしており、平成 30年度以降仕組みを整えてい

くとのことであった。 

 OKa-Biz の政策評価について、「事務事業評価(平成 29 年度（平成 28 年度実施事業）)」

の効率性評価をみると、「平成 28 年度は前年度に比べて予算が増加しているが、相談件数

の増加に対応した相談員の増員と成果の把握が理由である。現在は、相談・受付体制を強化

しているとともに、個々の相談員のスキルアップや他機関との連携により、大幅なコストを

かけることなく事業の質を高めている。相談件数単位で比較してみると、26 年度が 28.8 千

円/件、27年度が 26.28 千円/件、28 年度が 26.60 千円/件であり、縮減できている。」とあ

るなど、上述の相談件数やその他の指標とのあわせて、その実績について一定の評価がなさ

れている34。 

 

 

  

                                                      
34 なお、参考資料７において、OKa-Biz にスタッフを派遣している岡崎信用金庫のパフォーマンスを

OKa-Biz の成果の代理指標として捉えたときの政策効果分析を行った。 
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５．政策提言 

（１）川口市の支援体制 

川口市における中小企業支援体制を整理したものが図 17である。 

川口市内事業者が経営に係る相談をしようと考えた際、市の担当部署や川口産業振興

公社での適切な相談先（支援機関等）の紹介を受けることができる他、商工会議所や商

工会といった支援機関に対する相談や県に設置されている中小企業支援センター（よろ

ず支援拠点）への相談ができる。また、技術に関する相談については埼玉県産業技術総

合センター(SAITEC)が依頼試験や研究開発などの技術相談先となっている。起業・創

業については川口市と各支援機関は川口市創業支援事業計画を定めて連携を行ってお

り、川口市に相談窓口を設置し、創業に係る相談（商工会議所、商工会、日本政策金融

公庫）、創業資金融資（川口市、金融機関等）、創業スクールの開催（商工会議所）等に

よって創業支援を行っている35  

 

（図 17；川口市の中小企業支援体制） 

 

（出所）筆者作成 

 

  川口市の支援機関である川口商工会議所は、平成 29年９月に地域金融機関及び専門

家団体と連携し、地域ぐるみの企業支援体制である「チームかわビズ」を発足させた。

かわビズでは連携する金融機関の取引先で課題を抱えている事業者に対して、課題の発

見や対応を行っており、川口商工会議所によると平成 29年度には専門家派遣支援や資

金調達支援等により 86 件の支援、経営革新塾、事業承継セミナー、創業スクールなど

                                                      
35 川口市 HP 創業支援事業参照

（https://www.city.kawaguchi.lg.jp/material/files/group/103/sougyou.pdf） 
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10テーマのセミナー等を開催し延べ 413人が参加するといった活動実績となっている。

平成 30年度においては各連携機関と支援目標を定め、引き続き取組みが進められてい

る。また、合併前の旧鳩ケ谷市の地域において経営支援をおこなっている鳩ケ谷商工会

では個社への経営改善や経営支援を事業の主な柱としながら、地域コミュニティやまち

づくりまで含めた活動を行っている。 

  

（２）支援体制検討の方向性 

地域間の支援体制の違いはそれぞれの地域における産業の発展や事業者のニーズ等に

よって異なるものと考えられるため、いずれの支援体制が望ましいというものもないと

思われる。しかしながら、事例研究を行った OKa-Bizの取組みに対する対外的な関心の

高さや f-BizやOKa-Bizの理念を取り入れた Bizモデルの各地域への広がりなどは、利

用者（中小事業者）の悩みにマッチした支援サービスが提供されていることが評価され

ていることの証左ともいえる。そのため、利用者の利便性や満足度を向上させる支援体

制の検討やこれまでの施策を改善するアイデアとして、こうした取組みの特徴を参考に

し、取り入れていくことは川口市にとっても有益であると思われる。 

  既に述べたとおり、岡崎市がOKa-Bizを設置しようとした背景は工業、商業ともに小

規模な事業者の長期的な減少にあったものを止めることと売上アップなど経営に関する

悩みを抱えていながら相談する先が無いと回答する事業者が多く既存の支援体制では十

分にニーズに応えることができないと考えたことにあった。OKa-Biz 設置に当たっては

既存の支援機関と重複したものではなく、得意分野を意識して住み分けと協力により、

win-win の関係を築いていることも成功している要因といえる。また、これまでの運用

がなされ、実績を積み上げていく中で岡崎市、OKa-Biz、岡崎商工会議所との間のつな

がりは深くなっているように思われ、例えば、相談内容に応じて相談先とつなぐといっ

た連携の取組みも日々の業務の中に組み込まれていくなど、相乗効果が生まれている。

各機関が持つ資源（人材、ノウハウ、ネットワーク）が有機的につながり、利用者が

各々の機関を訪問した際の相談情報が必要に応じて必要な機関に円滑に流通するような

業務運営の仕組みを整えることは利用者にとっても支援する側にとっても効果的と考え

る。 

OKa-Bizでは利用者のデータベースを整備し組織的に活用することによって、個々の

コーディネーターのノウハウに依存し過ぎることなく、解決策の提示や事業者間のマッ

チングなどが行われていた。情報の収集コストの低下と集約によるメリットを引き出す

仕組みを構築することは、効果的な情報提供サービスを行う上でも不可欠な要素である

と考えられるため、「ビジネスの目利き」機能に重点を置き、各支援機関のネットワー

クの結節点となる機関に相談窓口機能を集めていくことも効果があるものと考えられ

る。 

相談に対応する日時について、OKa-Biz は土曜日を含む週５日営業を行っている。相
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談者は利用する曜日や時間帯によって異なり、例えば平日午前中であれば女性が多く、

土曜日は本業で勤めている方の利用もあるという。川口市でも商工会議所や商工会のセ

ミナーは平日夜間に開催されているが、利用者の対応可能時間帯を意識したサービス提

供日時を設定することは重要である。 

  OKa-Biz ではこれまでの相談事例の紹介を HP等で紹介し、OKa-Biz内での相談の様

子をブログに掲載するなど日々の取組みを積極的に発信している。SNS やブログを活用

した情報発信や HP 上でのスタッフの顔の見える紹介は、利用希望者にとって事前情報

の収集に役立ち、初めて支援機関を利用しようという心理的なハードルを下げる効果が

あると思われる。加えて、スタッフと相談者との関係をアピールすることによってスタ

ッフと相談者の両者とによって、OKa-Bizを作り上げているようにみえることも、利用

者のリピートや新規利用者の獲得につながっているようにみえる。 

 次に川口市の機会と強みを踏まえた検討の方向性であるが、川口市の強みと弱み、機

会と脅威において整理したとおり、女性（25-39 歳）の労働市場への復帰、男性従業員

の団塊世代の大量引退は大きなチャンスとなりうる。中小企業白書 2017 年版によると

従業者規模の小さい事業者ほど女性の占める割合や 55 歳以上の従業者の占める割合は

高い傾向にあり36、人材確保に課題を抱える中小規模の事業者にとって貴重な労働供給

源となっている。一方で、労働市場へと参加（復帰）する女性は非正規の割合が高37い

傾向にあり、非正規の職員は正社員と比較して人材育成や能力開発の機会が少ない傾向

にある38。同白書によれば、人材育成や能力開発は、「顧客満足度の向上」や「従業員の

やる気（モチベーションの向上）」、「職場の生産性の向上」、「定着率の向上」などに効

果があると考えている企業の割合が高く、また、人材育成・能力開発の方針と営業利益

                                                      

36 2017 年版中小企業白書（中小企業庁編）P.450 を参考に記載 

37 2017 年版中小企業白書によると、2013 年から 2016 年の雇用者数の変化について女性の雇

用者数は 112 万人増加しており、うち正規の職員は 49 万人、非正規の職員は 63 万人のぞう

かと分析している。産業の内訳では、医療・福祉業では女性の正規職員を 29 万人、非正規

の職員を 21 万人増加となっており、正規職員数の増加が非正規職員数の増加を大きく上回

っている（2017 年版中小企業白書 pp.451-452 を参考に記載）。 

38 「平成 29 年度能力開発基本調査 調査結果の概要」（厚生労働省）によると、職業能力評価

の処遇への関連づけでは、正社員については企業の 80.9%が関連づける（処遇に関連づける

に近いを含む）と回答している一方で正社員以外については 66.5％となっており、正社員以

外は職業能力評価が処遇に関連づけられていない割合が高い。また、重視する教育訓練

（OJT か OFF-JT か）について、正社員ついては企業の 71.2%が OJT を重視（重視するに

近いを含む）し、正社員以外については企業の 76.3%が OJT を重視しており、大きな差は

ないように思われるが、OFF-JT 費用の実績等をみると過去３年間に正社員に対して実施し

た企業の割合（実施せず、不明以外の割合の合計したもの）は 55.8%の一方、正社員以外の

割合は 28.1%となっており、正社員とそれ以外に差が生じているものと考えられる。 
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との分析によれば、「「数年先の事業展開を考慮して、その時必要となる人材を想定しな

がら能力開発を行っている」企業においては、営業利益が増加している割合が高い」と

分析されていることを踏まえると、不足する人材の確保をするとともに将来の企業利益

へのつながりをも意識した人材育成や能力開発の取組みの実施を後押しは重要と考えら

れる。また、女性や中高年については労働需要の源泉である企業数とその従業者数を都

道府県別に 2040 年まで推計した村上他(2017)のシミュレーションによると、企業数及

び従業者数は 2040 年に向けて減少するが、特に現在の経営者の多くが引退する時期で

ある 2025 年頃には一時的に従業者数（労働需要）の減少率が生産年齢人口の減少率を

上回るため、事業承継によって経営者の引退による廃業を抑制することに加え、従業者

数の押上効果の高い女性や中高年男性の創業比率を高めるべく対象を絞った創業支援が

効果的であると政策提言を行っている。例えば、技術やノウハウをもった中高年男性や

育児・介護といった経験を持つ女性など社会的に需要があり、活躍できる能力を持った

人材の開業の後押しも重要である 

  30代男性は「勤務先が遠い」ことに不満を持っている傾向があった。中小企業白書39

では「現職に入職する理由について、（中略）、どの従業者規模でも「仕事の内容に興

味」であり、どの従業者規模の企業に入職する場合であっても、仕事の内容が重要視さ

れている」と指摘し、「労働条件が良い」や「能力・個性・資格を活かせる」の項目

は、従業者数 5-29 人の事業所の割合は比較的高い水準にあり、「通勤が便利」の項目

は、従業者数 30-99 人の規模で最も割合が多くなっている。つまり、中小規模の企業で

あっても、労働条件が良かったり、能力や個性、資格を活かせる職場であったり、通勤

が便利であるということは、職場を決める大きな要因となりうる。一定の勤務経験を持

つ従業員は中小企業にとっては経営の中核人材となりうる存在であり、川口市内の事業

者がこうした人材にアピールできるようなきっかけづくりを行うことは、勤務先が遠い

ことに不満を持つ層と人材確保に課題を抱える企業とのマッチングに貢献できる可能性

がある。 

 全国的な傾向と同様に川口市においても製造業が減少傾向にあるが、それでもなお川

口市は製造業が多く集積している。この歴史的な製造業の集積を生かし、事業者間の有

機的な連携の促進と域内に留まらない取引先の拡大及び販路開拓の支援は引き続き必要

となるだろう。その際、グローバルに展開する大企業のニーズと中小企業の持つ技術と

をつなぐことができる目利き力や市場ニーズを見据えた技術相談に係る対応力を持ち、

中小企業を支援することができる高度な支援人材の存在が重要なキーとなる。川口市内

で高度な支援人材を確保し、また地域内でしっかりと育成していくことも必要となるだ

ろう。この点、川口商工会議所が発注者のニーズとものづくり企業とをマッチングさせ

るリンカーズ株式会社との間に交わした業務提携は注目されるものであり、今後の成果

                                                      
39 2017 年版中小企業白書 pp.82-83 を参考に記載。 
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や川口市内の支援事業者が目利きや市場ニーズを見据えた技術相談対応といったノウハ

ウが蓄積されていくことが期待される。 

非製造業への支援については従来の施策群が、例えば川口産業振興公社の事業内容は

新製品開発や技術開発の奨励などとなっており、各支援機関の政策資源が製造業を念頭

に置いたものとなっているように見受けられる。川口の産業構造に占める非製造業（建

設業を含む）の割合は約 8 割と重要な地位を占めており、支援体制を見直しするに当た

ってはこれまでの製造業と非製造業の支援に係る政策資源の投入割合をリバランスする

ことも考えられる。川口市が実施したアンケートによると、経営上の課題点について

は、製造業も非製造業も販路開拓や人材育成、必要人材の不足、生産性（業務）の効率

化といった点が課題と認識している割合が多い点は共通しており、また、非製造業の今

後の展開等についてみると「現在の商品・サービス・業務の充実」(49.0%)、「経営革

新、事業の見直し」(32.1%)、「新たな商品・サービス・業務の開発」(30.6%)となって

おり、売上向上につながる経営の革新の必要性を感じていることがわかる。業種や業態

は異なるが、製造業と非製造業が直面している課題の本質的な部分は取引先や顧客の開

拓といった販路に関することや経営上中核となる人材の不足といった共通する部分も多

いものと思われる。製造業が B to Cのチャネルを開拓するためには最終顧客に近い卸売

業や小売業といった非製造業が蓄積してきた情報が必要となるだろう。また非製造業が

市場ニーズを踏まえた新商品や新サービスを提供したいと考えた時に技術やノウハウを

持っているのは製造業かもしれない。これらの情報を集約し、相談者にフィードバック

するためにも業種業態を問わずに経営に関する課題に対応する相談窓口機能が重要な役

割を果たすものと考えられる。特に取引先や顧客の開拓の課題に対しては、太くて広い

ネットワークを構築した方が有利となる。ビジネスマッチングもそのネットワークの中

から生まれ、さらにそのネットワークが広がっていくかもしれない。情報を集約して厚

みを持たせ、それらの情報を効率的に引き出して利用することが可能とすることが期待

される。 
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（３）まとめ 

  上記の点について改めて整理をすると以下のとおりとなる。 

 

【支援機関の役割分担】 

・他（既存）の支援機関と得意分野を意識した住み分けと協業、それによる win-winの関

係構築 

・各支援機関との円滑な情報流通の確保と資源（施策やノウハウ、保有設備など幅広く含

む）の相互活用 

・情報の流れを意識した情報の集約体制の構築（顧客の情報（強みや課題、ニーズ、ノウ

ハウなど）及び各支援機関の情報（強みやノウハウ、ネットワークなど）の蓄積） 

 

【支援機関のマネジメント】 

・顧客（中小企業者や潜在的利用者（創業希望者）など）満足を目指した運営（営業時間

やオフィス設計など） 

・利用者（中小企業）の情報（課題、強み等）のデータベース化とその情報を組織的な支

援に活用（情報集約メリットの活用）するための組織運営や統制の整備 

・事業者の強みを引き出す目利きに長けた人材を核に据えるとともに、提供するサービス

の絶え間ない改善とスタッフを育成する組織風土の醸成 

 

【意識的なターゲットの設定】 

・女性(25-39 歳)や団塊の世代で定年退職した男性、「勤務先が遠い」と不満を持つ 30 代

男性など、川口市内事業者にとって貴重な労働力となりうるターゲットに働きかける仕

組み（例：企業側の高度人材のニーズの紹介、市内企業や従業者のニーズに合わせた能

力開発支援、復帰インターンシップ制度、利用者の活動に合わせた各種セミナー開催日

時の設定 など） 

・対象企業の業種を限定せず、意識的に中小規模の非製造業を支援対象とする（小規模な

事業者が必要とする強みの発見やマーケティング、IT や広告宣伝の活用方法のアドバイ

ス＋α40の取組み など） 

 

  

                                                      
40 +αとは助言やアドバイスに留まるのみならず、助言内容等を中小企業者が実際に具体化していく際の

最初の一歩を一緒に踏み出す（当該企業の「売り」を具体化するデザインやイメージづくりなど）こと

を意図している。 
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このように整理する中で、鍵となるのは経営支援に係る「情報」41だと思われる。いか

に情報を集約する仕組みを整備できるか、また集約された情報の厚みをいかに効率的に資

源として活用することができるか、の２点が重要となる。この点、支援機関がバラバラに

活動していると支援施策に係る情報が分散して利用者の視認性や利便性が減少するうえ、

課題をもった利用者の情報も各機関に分散されるため、寄せられるニーズも強弱がつかず

に薄く広い施策展開となり、利用者が満足する水準の支援を提供することが困難となると

いった弊害も生じかねない。また、各支援機関の情報の流通が円滑でないと利用者（事業

者）の課題に応じた最適なサービスを受けることができなくなる可能性があり、事業者に

とって損失になることに加え、地域レベルでみても本来当該事業者が生み出せた（回避で

きた）付加価値（損失）分の機会損失が生じることとなる。 

川口市では各支援機関が積極的に連携し、地域・中小企業の成長や発展に向けた取組み

が行われているところである。だからこそ、市内事業者の魅力を引き出して売上を増加さ

せ、地域の人口増加による需要の高まりを捉えた新規開業等を促し、さらに将来へと事業

のバトンを引き継ぐ意向を持つ経営者を増加させるためにも、情報の活用によって相乗効

果を生み出し、より効果的な経営支援や施策メニュー（支援機関の持つノウハウを生かし

た個々のマーケティング支援などハンズオン支援や需要のある市場や取引先の紹介など）

を講じるための効率化を進めていくことが地域・中小企業の支援体制を検討する際に重要

な役割を担うものと考える。 

 

  

                                                      
41 支援機関と相談者との間には一般的には守秘義務があり、また、支援機関は各々の組織ごとにそれぞれ

の業務を行うように設計されていることから、各支援機関が相談先として紹介されることはあっても、

それに伴って相談者の詳細な情報が流通することはないのが通常である。取得する情報の範囲やそのう

ち支援機関間で活用する情報の範囲、当該情報へのアクセス権限など、複数の支援機関が一体となって

情報を最大限支援目的に活用するために関係者（相談者を含む）の議論が必要である。 
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参考資料１ 川口市の運輸業・郵便業の減少要因の分析 

 

 川口市は都心部に近く、地価が安いという立地環境が企業立地における強みであるが、

運輸・郵便業の事業所数の減少や比較市と比べても開業率が低い状況となっているため、

運輸業・郵便業の減少について経済センサス（平成 21 年、平成 26年基礎調査）を用い

て、追加的に調査を行った。 

 まず、全国の運輸業・郵便業を産業中分類事業所数及び従業者数の増減をみてみると、

ほとんどの業種で減少している（表 16 参照）。このうち特に郵便業の事業所数及び従業者

数の減少については、郵便事業センターの統廃合42等が影響している可能性がある。 

 

  

                                                      
42 統廃合については、日本経済新聞社「日本郵便、集配 2500 か所を郵便局に統合」（日本経済新聞社電

子版 2012/9/13 付）を参考にした。 
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（表 16；全国の運有業・郵便業（中分類）の増減） 

 

（出所）経済センサス（基礎調査）より筆者作成 
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 運輸業についてみると、事業所数の減少割合が多い業種は、道路旅客運送業及び道路貨

物運送業であり両者で運輸業・郵便業の事業所数減少の７割超を占めている。 

 次に川口市の運輸業・郵便業を中分類でその増減をみていくと、平成 21年から平成 26

年の間で事業所数については 79の減少となっており、そのうち約 7割を道路貨物運送業

となっている（表 17参照）。これをさらに小分類で確認をすると一般貨物自動車運送業、

貨物軽自動車運送業の従業員数が 20人以下の小規模な事業者の減少数が多くなっている

ことがわかる。従業者数についてみると、郵便業の他に大きく減少している道路貨物運送

業、運輸に付帯するサービス業、道路旅客運送業を産業小分類で確認すると、道路貨物運

送業については従業員数が 10 人から 49 人の規模の一般貨物自動車運送業の従業員数が大

きく減少している。運輸に付帯するサービス業の減少については、こん包業が企業規模に

関わらず大きく減少していることが要因となっている。道路旅客運送業については、従業

員数が 100人以上の規模の一般乗合旅客自動車運送業（路線バス等）の従業員数減少が大

きな影響を与えている。なお、貨物運送業については、小規模な事業者は大手運送業者に

よる囲い込みや製造業の減少に伴う特殊な貨物運送需要の減少などが影響している可能性

がある。 

 

（表 17；川口市の運輸業・郵便業（中分類）の増減）

 

（出所）経済センサス（基礎調査）より筆者作成 
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参考資料２ 個人事業者の開業率、廃業率（川口市及び比較市） 

 

 （出所）経済センサスより筆者作成 
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参考資料３ 法人の開業率、廃業率（川口市及び比較市） 

 

 （出所）経済センサスより筆者作成 
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参考資料４ 川口市の労働力人口等の推移について 

 

 本文において男性従業者が製造業と非製造業においてともに減少しており純減となって

いることを確認してきたが、この要因が労働市場におけるマッチングではなく団塊の世代

の大量引退によるとの仮説のもとで労働力人口及び就業者数の世代ごとの移動を確認して

いく。「団塊の世代」とは昭和 22 年～24 年(1947～49 年）生まれの世代を指しており、平

成 19 ～21 年( 2007～09年）に 60 歳を迎え引退過程に入ったとされている。 

 労働力人口等の推移は国勢調査を用いる。調査実施時点について、経済センサス（基礎調

査）では平成 21 年と平成 26 年に行われているが、国勢調査は平成 12 年、17 年、22 年、

27年（5 年ごと）に行われているため、調査実施年が異なる点には留意が必要である。 

具体的な分析に当たっては国勢調査の労働力状態、年齢、男女別 15歳人口の統計表(市町

村別）を用いて、労働力人口、就業者数の世代別に推移を追うことによって労働市場への参

加の変化をみていく。「団塊の世代」は平成 12年時点では 50-54 歳の年齢区分、平成 17年

時点では 55-59歳の年齢区分となる（以下５年ごとにスライドする）ので、まずはこの点に

着目する43（表 18,19,20）。 

 

（表 18；労働力人口の推移） 

 

 

                                                      
43 川口市のデータについて、平成 22 年以前の川口市、鳩ケ谷市の合併前は両市の合成としている。 
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（表 19；就業者数の推移） 

 

 

（表 20；非労働力人口の推移） 

 

（出所）「国勢調査」より筆者作成 
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表 18～20 が川口市における労働力人口、就業者数、非労働力人口の平成 12 年から平成

27 年までの５年ごとの推移となる。平成 12 年に 55-59 歳の区分にいた世代が「団塊の世

代」であり、以降５年の調査間隔ごとに年齢区分がスライドしていく。 

「団塊の世代」は男女ともに労働力人口及び就業者数が平成 17 年から平成 27 年にかけ

て半数程度に減少している。また、非労働力人口も同期間で大幅に増加しており、特に男性

では平成 17 年から平成 27 年にかけて約 10 倍と顕著に増加をしていることから、「団塊の

世代」の大量引退が男性の従業者数の純減要因となっているものと考えらえる。 

また、労働力人口等の世代毎の推移から、経済センサスにおける女性の非製造業の従業者

数は純増についても、男性との顕著な違いが明らかとなってくる。平成 12 年時点で 25-34

歳の年齢区分の女性（これらの世代は「団塊ジュニア世代」を含んでいる）において、女性

の労働力や就業者数は５年の調査間隔ごとに増加している。 

男性との比較をしてみると、平成 17年時点で男性の 25-44 歳世代の労働力人口合計が約

8 万 4千人であるところ、10年後の平成 27年時点においても男性の 35-54歳世代の労働力

人口合計は約 8 万 4千人と大きな変化が見られない。一方、女性については平成 17 年時点

の 25-44 歳世代の労働力人口は 5 万 1 千人であるが、10 年後の平成 27 年時点での 35-54

歳世代の労働力人口は約 5 万 8 千人と約 7 千人増加している。女性の「団塊の世代」の引

退による労働力人口は約 6 千人減少となっているので、これを上回る労働力が供給されて

いることになる。つまり、女性の労働参加は労働力人口の減少緩和に貢献しているものと推

察される。 
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参考資料５ 川口市の就業形態について（女性の労働市場への復帰の考察） 

  

 参考資料４において、子育てに目途のついた 35-54 歳世代の女性の労働市場への参加が

団塊の世代の女性の労働市場からの退出を補っていることがわかったが、川口市における

就業形態を考察することによって、女性の労働市場に参加（復帰）の就業形態についても確

認をする。 

 平成 19 年及び平成 24年の２時点の就業構造基本調査から「男女，年齢，従業上の地位，

雇用形態，起業の有無別有業者数」の統計表を用いて、就業者数及び就業形態の移動を確認

したものが表 20～22 である。 

今回の分析に当たって注目する年齢層は、平成 19年時点で 25-34歳に該当する子育て世

代と 55-64歳に該当する段階の世代である。なお、「団塊の世代」は昭和 22年～24年(1947

～49 年）生まれの世代を指しており、平成 19 ～21 年( 2007～09 年）に 60 歳を迎え引退

過程に入ったとされており、平成 19 年時点では 58-60 歳、平成 24 年時点では 63-65 歳と

二時点の移動でも当該世代の引退過程を捉えているものと考えることができる。 

 表 21は川口市の就業形態の男女合計をみたものである。これによると、団塊の世代の退

出数以上に 25-44歳の就労者数が増加しており、就業者数全体で２万人程度増加している。

また、雇用者数でみても正規、非正規ともに純増となっており、正規の従業員の方が増加数

は多くなっている。 

 表 22は男性の就業形態をみたものである。平成 19 年時点で 55-64 歳の集団（「団塊の世

代」を含む）の就業者数が平成 24 年時点で大きく減少しているものの、15-34 歳の若年世

代における就業者数の増加が大きくそれを上回っており、男性全体の就業者数は純増とな

っている。男性の場合は正規の職員数が非正規の職員数の増加を大きく上回っており、平成

19 年時点で 45-54 歳を含んだ世代の 24 年時点における非正規の職員数が最も多く増加し

ている点にも特徴がみられる。 

 表 23 は女性の就業形態をみたものである。男性と同様、平成 19 年時点で 55-64 歳の集

団（「団塊の世代」を含む）の就業者数が平成 24 年時点で大きく減少しているものの、15-

34 歳の若年世代における就業者数の増加が大きくそれを上回っており、女性全体の就業者

数は純増となっている。雇用者数の正規と非正規の内訳をみてみると、平成 19 年時点で 25-

34 歳の世代と平成 24 時点で 35-44 歳の世代とを比べると、正規の職員数は微増（+1500

人)である非正規の職員数は 11,500 人から 17,400 人へと 1.5 倍程度の増加となっている。 

 女性の労働市場への参加（復帰）に当たっての正規、非正規の職員数の男性との差の要因

として、女性の復帰の際には正規の職員としてフルタイムでの就労を希望しない可能性や

労働市場におけるミスマッチと（需要者たる企業側のニーズ）の両面の可能性がある。また、

女性の正規の職員数が二時点間において大きく変化しない要因として、正規の職員として

就労したものは育児等ライフイベントにおいても育児休暇を取得するなどしているからか

もしれない。 
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（表 21；川口市の就業形態について（全体）） 

 

 

（表 22；川口市の就業形態について（男性）） 
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（表 23；川口市の就業形態について（女性）） 

 

（出所）表 21～23 「就業構造基本調査」から筆者作成 
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参考資料６ 製造業と非製造業のアンケート項目の整理統合の補足資料  

 

後継者有無分析における説明変数（事業所の課題）のアンケート回答項目について、製造

業と非製造業とで基本的に共通している回答項目を抽出し、回答項目のうち統合が適当と

思われたものは統合することとして、以下表 24 のとおり統合後は 11 項目に整理した。な

お、製造業及び非製造業の回答項目中の色付きの項目については、両業種に共通するものが

ないため統合整理後の項目から削除したものである。 

 

（表 24 アンケート項目の整理統合関係） 

 

 （出所）筆者作成 
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参考資料７ OKa-Bizの政策効果分析（岡崎信用金庫のパフォーマンスを代理指標として） 

 

１．目的 

 本文において、中小企業支援体制の事例研究として 2013 年 10月に静岡県富士市の f-

Bizをモデルに岡崎市に設置された岡崎市ビジネスサポートセンター（OKa-Biz）を取り

上げた。OKa-Bizの活動については毎年公表される活動報告書において定量的に示されて

いるものの、その政策効果を測るためには比較対象が必要となることから推計が困難なも

のとなってしまう。OKa-Bizそのものの政策効果を推計することが困難ではあるが、今回

岡崎市内に本店を置き、OKa-Bizに相談スタッフとして人員を派遣している岡崎信用金庫

の OKa-Biz 設置前後のパフォーマンスを OKa-Biz の政策効果の代理指標と仮定して分析

を行うことを試みる。具体的には、岡崎信用金庫の「預金積金残高」や「貸出金」、「会員

数」を政策効果指標（被説明変数）とし、愛知県内の他の信用金庫を比較対象群とする

DID（差の差）分析によって、その政策効果の推計を行うのが本稿の目的である。 

 

２．比較対象の選定理由 

 比較対象の信用金庫については、愛知県内の信用金庫（岡崎信用金庫を除く 14金庫）

でした。DID 分析を行う前提条件として、Common Trend Assumption（平行トレンド仮

定などと訳される）が満たされていることが必要となるが、岡崎信用金庫と地理的に近接

して立地し、かつ、介入（本分析の場合はOKa-Biz の設置）以外の要因による変化を排除

するため、愛知県内の信用金庫を比較対象とした。 

 

３．分析手法について 

 DID 分析は差の差分析と訳されるように、政策を実施したグループと政策を実施しない

グループとの間の差をとった上で、さらに政策実施後における効果の差をとることによっ

て、政策効果を捉えようとする分析手法である（図 18 参照）。 
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（図 18；DID分析のイメージ） 

 

（出所）筆者作成 

 

 推計式は以下の式とする。 

Yit = b0 ＋b1Aftert  + b2Treatmenti  + b3Aftert・Treatmenti + Cit + uit   

 

 各変数について説明を加えると、Yit は被説明変数であり、「預金積金残高」、「会員数」

の各変数である。被説明変数に「預金積金残高」としたのは、OKa-Bizの効果が波及する

ことによって、岡崎市内事業者の経営状況が改善され売上高の増加に伴い岡崎信用金庫の

預金残高の増加へとつながるものと仮定を置いたものであり、また同様に「会員数」とし

たのは OKa-Biz の効果が波及することによって、岡崎市内事業者の経営状況が改善され、

事業者の投資が活発化することによって、信用金庫の顧客（会員）が増加するものと仮定

を置いたものである。なお、信用金庫から融資を受ける際には、信用金庫の会員となる必

要があり、会員数は顧客数の代理指標であるともいえる。 

Aftert は、OKa-Biz設置年(2013 年 10月)以降を１、それ以前を 0とするダミー変数であ

る。Treatmenti はOKa-Biz に人員を派遣している岡崎信用金庫を１、それ以外の信用金

庫は０とするダミー変数である。Cit は各信用金庫の規模や立地状況などをコントロール

する変数であり、「自己資本比率」、「従業員数」、「岡崎市内店舗数割合(岡崎市内支店数／

総店舗数)とした。DID分析では推計式中の Aftert・Treatmenti の交差項によって政策効

果を捉える。なお、分析に用いるデータは各信用金庫の指標を複数年とったパネルデータ

であることから、推計に当たっては自己相関の存在を考慮している。 

 分析は以下の三つのモデルについて行った。モデル１はコントロール変数を用いずに推

計したもの。モデル２はコントロール変数に信用金庫の規模の指標と考えられる「自己資
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本比率」及び「従業員数」を追加したもの。モデル３はさらに店舗数割合を追加したもの

である 

 

 

 

４．データについて 

分析に用いたデータは全て信用金庫が公表しているディスクロージャー資料に掲載され

ているものであり、愛知県内の 15 信用金庫について 2011～2017 年の８年間のデータを整

理した。記述統計量は表 25のとおりである。 

 

（表 25；基本統計量） 
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５．DID分析の前提条件（Common Trend Assumption） 

DID分析に当たっては、上述のとおり、前提条件として Common Trend Assumption が

満たされていることが必要となる。ここでは、岡崎信用金庫（トリートメントグループ）と

その他の信用金庫（コントロールグループ）における各被説明変数の指標について Common 

Trend Assumption が満たされているかどうかを確認する。岡崎信用金庫以外の 14信金（蒲

郡信用金庫、豊川信用金庫、豊田信用金庫、碧海信用金庫、西尾信用金庫、豊橋信金、愛知

信用金庫、いちい信金、瀬戸信金、半田信用金庫、知多信用金庫、尾西信用金庫、中日信用

金庫、東春信用金庫（岡崎信用金庫を除く愛知県内の信用金庫）についてはコントロールグ

ループとして一つに括り、その平均値の推移を示している（図 19～21）。 

これらの指標の推移を確認すると分析対象期間中に大きな変動は確認できず、岡崎信用

金庫とその他の信用金庫とは概ね同様の環境下にあったものと推察される。なお、会員数に

ついては OKa-Biz 設置（2013 年 10 月）後の岡崎信用金庫の指標が明確な伸びを見せてい

ない。単に口座を開設するだけでは会員になる必要がなく、融資の条件として当該信用金庫

の会員となることが求められていることから、他の指標と比べて伸び鈍いものと考えられ

る。 
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（図 19；Common Trend Assumption（預金積金残高）） 

 

（出所）各信金のディスクロージャー資料より筆者作成 

 

（図 20；Common Trend Assumption（会員数）） 

 
（出所）各信金のディスクロージャー資料より筆者作成 
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６．分析結果及び考察 

 分析の結果はそれぞれ表 26 及び 27のとおりとなった44。 

   

（表 26；預金積金残高の分析結果） 

 

 

（表 27；会員数の分析結果） 

 

                                                      

44 なお、結果報告表において、係数下段の括弧内は標準誤差を報告している。また、∗∗∗は有意水準

１％、∗∗は同５％、∗は同 10％水準であることを意味している。 
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（１）預金積金残高について 

政策効果を捉える「After×Treatment」の係数はいずれのモデルでも統計的に有意とな

った。なお、モデル１と他のモデルを比べると、決定係数は上昇しているほか、係数の増

加や標準誤差の低下がみられるため、モデル１よりはモデル２あるいは３の方が推計モデ

ルとして当てはまりがよいことが伺われる。 

また、政策効果に係る係数の大きさはモデル２及び３で 3,000 億円弱となっている。今

回推計データとして用いた 2010 年から 2017 年の間で岡崎信用金庫の預金貸出金残高は

4,800 億円弱の増加となっており、OKa-Bizのみからもたらされたかというとやや過大な

推計とも思われる。この点、OKa-Bizの効果以外で今回分析に含めることができなかった

要因も含まれている可能性があると考えられる。 

 

（２）会員数について 

政策効果を捉える「After×Treatment」の係数は、モデル１では負の係数となっている

ものの統計的に有意ではない結果となった。モデル２及び３では決定係数は増加し、また

係数は正の値で統計的にも有意な結果となった。係数の大きさはモデル２では 6,000 人

弱、モデル３では 3,000 人強とモデル間で差があるが決定係数はモデル３の方が大きく、

標準誤差もモデル３の方が小さいため、モデル３の方が当てはまりがよいと思われる。 

なお、会員数については Common Trend Assumption で確認したとおり、OKa-Biz設置

後の指標の伸びは鈍く、他の指標と比べて効果を測定するには弾力性が低いものと考えら

れる。こうしたことから、モデル１では統計的に有意とならなかった可能性もある。 

今回推計データとして用いた 2010 年から 2017 年の間で岡崎信用金庫の会員数は 4,200

人弱の増加となっている。この点、モデル３では 3,000 人強の増加効果と推計されるが、

会員数の増加要因を OKa-Bizに求めることとするとやや過大な結果と考えられる。 

 

（３）まとめ 

分析結果については上述のとおり、政策効果を表す係数はいずれもやや過大な推計結果

となっているものと思われる。しかし、OKa-Biz の設置による効果を岡崎信用金庫のパフ

ォーマンスで測るとプラスの符号で統計的な有意な結果を得ていることから、OKa-Bizモ

デルによる中小企業支援は、岡崎市内にプラスの効果が生まれているものと推察される。 

 

７．分析結果を踏まえた今後の検討課題 

今後の検討課題としては、分析に含めることができなかった要因をいかに分析に含めて

政策効果を推計するかが課題である。今回はパネルデータを用いて pooled推計を行った

が、パネルデータの情報を活かした分析として例えば固定効果モデルによる分析を行うと

いったことも考えられる。本分析についてはさらなる精緻化の余地はあるが、中小企業支

援施策の政策効果を捉える試みとして一定の貢献をするものと考える。 
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